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　本日はご多用中のところ，第 28 回エネルギー総合工学シンポジウムに多数の方々にご

参加を賜り，誠にありがとうございます。また，皆様には日頃より当研究所の事業にご理

解，ご協力を賜わっておりますことを，この場を借りまして厚く御礼申し上げます。

　まずは，東日本大震災で被災された方々，福島第一原発事故で避難されている方々に心

からお見舞いを申し上げたいと思います。また，事故の収束にかかわっている皆様，大変

な努力をしているということで，深く敬意を表したいと思います。

　昨今のエネルギー情勢をみますと，「シェール革命」により米国で石油・天然ガスの生

産が急増しています。また，需給面での見直しなどもありまして，情勢が非常に大きく変

化していると思います。

　発電分野では石炭や天然ガス，あるいは一部再生可能エネルギーなどの増加が見込まれ

ています。また，原子力につきましては，中国や東欧などを中心に発電所の新設が検討さ

れているようであります。このほか，エネルギーの有効利用や再生可能エネルギーの導入

拡大の背景として，「スマートコミュニティ」に関するプロジェクトや電気自動車の普及

などに向けた取組みが進められているところです。

　わが国の情勢ですが，「アベノミクス」や 2020 年の東京オリンピックの招致決定などに

より景気の上向きが期待されています。また，新しいエネルギー基本計画につきましては，

総合資源エネルギー調査会・基本政策分科会（旧総合部会）で審議されているところですが，

その骨子はまだよく見えておりません。当研究所と致しましては，人口減少と高齢化の進

展する中で，これからのエネルギー供給・利用について考えていく必要あると思います。

　今年５月に初めて大気中で 400ppm を超える二酸化炭素（CO2）濃度が観測されたほか，

６月にはインドの大雨による大洪水，今夏の日本の天候，あるいは中国での洪水，PM2.5（微

小粒子状物質）の問題など，世界各地で異常現象，あるいは人間活動に起因する色々な問

題が生じています。先月末には IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第５次評価報

告書が出されましたが，人為起源の CO2 排出が全体の 95％であるということでした。

　今回のシンポジウムでは，この頃少し影が薄くなっております気候変動につきまして，

独立行政法人国立環境研究所の江守様にご講演を頂くことにしております。その後，当研
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究所より過去から将来にわたるエネルギーのトレンドと内在するリスクをご紹介し，特に，

流通・需要サイドから見た重要なエネルギー技術についてご報告する予定です。

　当研究所と致しましては，本シンポジウムを含め，今後とも総合的かつ複合的な観点から，

「エネルギーの総合技術研究」をキーワードに社会に貢献していく所存です。引き続き皆様

方のご支援，ご協力を賜りますようお願い申し上げる次第です。

　最後になりましたが，公務ご多用の折，ご臨席を賜りました経済産業省の渡邊宏技術総

括審議官，並びに国立環境研究所の江守様に改めて御礼申し上げますとともに，本日のシ

ンポジウムがご列席の皆様方にとりまして，有意義なものとなることを確信致しまして，開

会のご挨拶とさせて頂きます。
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　ただいまご紹介いただきました渡邊でございます。本日は第 28 回のエネルギー総合工

学シンポジウムにお招き頂きまして本当にありがとうございます。

　3.11 以降，わが国におきましては，新たなエネルギー制約に直面しているという状況に

あり，エネルギー政策全体で抜本的な改革が必要な状況にあります。このエネルギー政策

全体の改革を２つに分けて考えますと，エネルギーの調達・発電サイドと消費サイドがあ

ると思います。

　最初のエネルギーの調達・発電サイドですけれども，やはり再生可能エネルギーの最大

限の導入，あるいは世界最高水準の石炭・LNG の高効率火力発電など多様なエネルギー

源の開拓を進めますとともに，中東に過度に依存しない多角的な調達先の確保を実現する

必要があるだろうと思っております。また，原子力発電につきましては，安全性を最優先

して参ります。その安全性につきましては，原子力規制委員会が世界最高水準の新規制基

準の下で判断をしていくこととなっています。

　一方，消費サイドに目を向けますと，これまで電力というものは需要を所与としまして，

それに合わせて供給力を積み上げてきたわけですが，今後は電力の自由化による多様な料

金体系の設定などで，需要者の省エネインセンティブを高めていく，またピークコントロー

ルの観点から電力需要をスマートにコントロールしていくといったことも重要になると考

えています。

　また，中長期的にエネルギーのベストミックスを決めていくには，様々な要素を具体的

に検証していく必要があると考えられます。１つ目として，再生可能エネルギーの導入が

あります。固定価格買取制度の導入以降，導入拡大は着実に進んでいるとは思いますが，

これがどこまで伸びていくのか見通すにはある程度の時間がかかると思います。２つ目と

して，石炭火力の更なる高効率化に向けて進めている技術開発の進展がありますが，その

進展を見極める必要があると考えています。３つ目には，既存の原子力発電所の安全性の

確認がありますが，それだけでもおそらく数年の期間が必要になるわけであります。４つ

目に電力システム改革があります。これは 60 年に一度の大改革で，その完成は今から５

〜７年後となります。その結果として，電力需要がどれくらい抑制されるのかも見極めて
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いく必要があると考えております。

　将来のベストミックスを決めるためには，これらの要素を具体的に検証していく必要が

あるのではないかと思っておりまして，私ども経済産業省におきましては，エネルギーの

安全供給，エネルギーコスト低減の観点も含めまして，しっかりとしたエネルギー政策を

構築していければと思っているわけです。

　本日のシンポジウムのテーマは，「多様な未来に備えるエネルギー技術」となっておりま

す。まさに，エネルギー政策の構築にとって必要となるのが技術であるわけです。従いま

して，本シンポジウムは，私どもエネルギー政策を構築していく者から見まして，大変時

宜を得たものではないかと思います。改めまして，本日のシンポジウムを企画されました

エネルギー総合工学研究所の皆様のご尽力に感謝申し上げたいと思っている次第です。

　本日ご出席の皆様方には活発なご議論を期待致しまして，大変簡単ではございますけれ

ども，私の挨拶とさせて頂きたいと思います。どうもありがとうございました。
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はじめに

　まず，「気候変動に関する政府間パネル」
（IPCC）の『第５次評価報告書』の図を使い
ながら地球温暖化の基本的な話をさせて頂き
ます。その後，地球温暖化の問題を長期の視
点で見た時のリスク管理をどう考えていくべ
きか述べたいと思います。

地球温暖化の基本

温暖化の仕組み

　地球は太陽からエネルギーを受け取ります。
一部反射しますが，約７割を吸収します。一方，
吸収したエネルギーを赤外線の形で宇宙に放
出しています。地球が受け取るエネルギーと

［招待講演］

地球温暖化と将来のリスク管理

江守　正多 （独）国立環境研究所
気候変動リスク評価研究室長

放出するエネルギーは大体釣り合っています。
　もしも地球に温室効果がないと，エネルギー
が地面からどんどん宇宙に抜けていき，地表
付近の平均気温は− 19℃くらいになってしま
います（図１左参照）。
　しかし，地球には温室効果があります。水
蒸気，二酸化炭素（CO2），メタン，その他の
温室効果ガスが地面から出て来た赤外線を吸
収し，一部は宇宙にも放出しますが，地面に
向かって放出します。一方で，太陽の光は，
温室効果ガスを素通りします。地球は大気か
ら戻ってくる赤外線の分だけ多くエネルギー
をもらいますので，温室効果がない場合より
高い 14℃とか 15℃で気温がバランスします。
これが実際にわれわれが住んでいる地球です

（図１中央参照）。
　地球温暖化とはこの温室効果が強まること
です。大気中の温室効果ガスが増えると，赤
外線がより多く吸収され，より多く地面に戻っ
て来て，地表付近の温度が上がることになり
ます（図１右参照）。

第 36 巻 第４号（2014）
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温暖化の推移

　過去 100 年くらいのデータを見ますと，温
室効果ガス濃度と世界平均気温，海面水位は
20 世紀に急激に上昇しています。
　大気中の CO2 濃度は，CO2 濃度を計り始め
た 1950 年代からずっと右肩上がりに上昇して
いて，最近は 400ppm に届きそうです。ハワ
イの一日平均では，2013 年５月に 400ppm を
超えた日がありました。その間，世界平均気
温は上昇しています。産業革命以前より 0.8
〜 0.9℃くらい上昇しています。それから，北
極海の夏の海氷面積が減り続けていて，去年
は最小記録を更新しました。世界平均の海面
水位は 19cm くらい上昇しています。
　というわけで，地球が温暖化していること
自体は疑う余地がありません。

温暖化は人間活動によるもの

　『第５次評価報告書』には，20 世紀半ば以
降の世界平均気温上昇について，その半分以
上が人為起源の要因（温室効果ガスの増加や
その他の人間活動）による可能性が「極めて
高い」（extremely likely）とあります。『第

４次評価報告書』では「非常に高い」（very 
likely）でした。前回は 90％以上，今回は
95％以上の可能性があるということです。
　これが「政治的なメッセージを強めた」と
いうことかと言うと，そうではありません。
確率の数字が，科学的，統計学的な計算で先
に決まり，それに応じて言葉での表現が決まっ
ています。『第４次評価報告書』から６年の間
に，色々な観測データの蓄積が増えたり，色々
な現象の理解が深まったりした結果，より高
い確実性で「温暖化は人間活動のせいである」
と言えるようになったということです。
　図３は過去 100 年の世界平均気温の観測結
果と自然要因，人為要因を考慮したシミュレー

図 2　地球温暖化の推移と予測

図３　シミュレーションと観測結果

（出所：IPCC『第５次評価報告書』 , 2013 年）
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ション結果です。自然要因には太陽活動の変
動と火山の噴火があります。人為要因には温
室効果ガスやエアロゾル（大気汚染物質等）
の排出があります。自然要因と人為要因の両
方を考慮した計算結果は観測された気温上昇
と整合性があります。ところが，自然要因の
みで計算した結果は整合的でありません。こ
のことから，人為要因で温暖化している可能
性が極めて高いという結論が導かれます。

平均気温上昇が停滞して見える理由

　最近 10 年，15 年くらい，世界平均気温が
あまり上がっていないという議論があります。
地球の平均気温は，大気や海洋が不規則に循
環している間に上がったり下がったりします。
そのような自然変動によって下がる局面が，
たまたま地球温暖化の上昇傾向と重なれば，
平均気温があまり上がらないということにな
ります。
　今回は海洋深層が熱を吸収していることが
分かってきています。つまり，温室効果ガス
増加によって余分に受け取っているエネル
ギーが，現在たまたま海の深いところに運ば
れるモードになっていて，地球表面を暖める
のにあまり使われていないということです。
そのモードが変われば，吸収されたエネルギー
が表面に出て来て，再び気温の上昇傾向が顕
著になると考えられます。

　さらに，太陽活動の低下，気候モデルでは
正確に考慮していない火山噴火の効果が少し
効いていると考えられます。
　また，気候モデルによる多くの予測計算は
最近の気温変化を過大評価しています。『第５
次評価報告書』でもそれについて説明してい
ます。気候モデルは世界中のグループが別々
に作り，温度が上がりやすいモデル，上がり
にくいモデルと色々あります。このうち，上
がりやすいモデルは，現実に近くなく，あま
り上がらないほうのモデルが現実に近いので
はないかと指摘され始めています。
　最近の温度上昇が停滞しているように見え
ることが，温暖化が止まってこれ以上は上が
らないとか，温暖化の科学で全く説明できな
いという現象が起こっているということでは
ありません。　

太陽活動低下による寒冷化は１℃程度

　図４は過去 1000 年くらいの北半球の気温変
動です。温度のデータがあるのは最近 150 年
くらいですので，それ以前のデータについて
は，木の年輪や水底堆積物とかからの推測で
す。これにも不確実性があるので幅がありま
す。現在，太陽活動が低下していて，このま
ま弱くなると，300 年前にロンドン・テムズ
川が凍ったような，寒い時期が来る，寒冷化
が起こるのではないかと言われることがあり

第 36 巻 第４号（2014）

図４　過去 1000 年の気温変動

（出所：Mann et al , 2008）
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ます。図 4 でも，確かに 300 年くらい前に少
し寒い時期，「中世の温暖期」と知られている
少し暖かい時期が示されています。
　問題は，300 年くらい前どれくらい寒かっ
たのかということです。20 世紀辺りを基準に
しますと，北半球の平均気温はそれより 0.5
〜１℃低いということになります。
　今世紀中に世界の平均気温で２℃，３℃，
４℃と上昇すると予測されています。太陽活
動の低下で 300 年前のような気温低下が起
こったとしても，たかだか１℃だけ温暖化を
打ち消す大きさであって，温暖化を完全に打
ち消したり，さらに正味で寒冷化するような
効果ではなさそうです。

100 年後に世界平均気温は最大 4.8℃上昇

　図５は気候モデルを使ってシミュレーショ
ンした 100 年後の世界平均気温の上昇です。
　将来の社会経済，エネルギー技術の変化，
それらの結果としての将来の CO2 などの排出
量に関して異なる仮定の下で計算した結果，
将来の温室効果ガスの増加がどれくらい大き
いかで４パターンに分けています。
　気温上昇が一番低いのが RCP2.6 です。こ
れは 2.6W/m2 の放射強制力が 100 年後に実現
すると言うシナリオで，考えうる一番小さい
温室効果ガスの増加を実現するために，最大
限に対策を講じるシナリオです。
　RCP8.5 は基本的には何も対策をとらず，ど

んどん温室効果ガスが増えていくシナリオで
す。RCP8.5 にも不確実性の幅があり，平均気
温の上昇は最大で 4.8℃となります。この幅は，
IPCC の言葉で“Likely range”（可能性の高
い幅）と呼び「66％以上の確率でこの範囲に
入るだろう」という幅です。これより高い可
能性が 17％くらい，低い可能性が 17％くらい
あるという意味です。
　実は『第４次評価報告書』では「炭素循環
フィードバック」（CO2 増加→気温上昇→陸上
生態系の CO2 吸収量減少吸→ CO2 増加）に
よる CO2 増幅分の不確かさを考慮に入れて最
大 6.4℃であるとしていました。今回の『第５
次評価報告書』では，定義が変更された都合上，
その増幅分が入ってないので 4.8℃になってい
ます。しかし，シナリオの違いを考慮すると，
今回の予測は前回とほぼ変わらない予測であ
るということに気を付けてください。また，
４つのシナリオによるシミュレーションの基
準点は，産業革命前から既に 0.6℃程度気温が
上昇した時点であることに注意して見ていた
だく必要があります。

100 年後に海面は最大 59 cm 上昇

　海面水位上昇についても低いシナリオから
高いシナリオまで４つあります。何も対策を
しないシナリオの不確実性の幅のうち一番高
いところで，82cm 上昇となります。
　実は前回は最大 59cm という数字が示され

図５　予測される 100 年後の気温上昇

（出所：IPCC『第５次評価報告書』 , 2013 年）
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れていました。82cm になった理由について説
明します。海面水位は海水の熱膨張だけでは
なく，氷が溶けたり減少したりした分の海水
増加で上昇します。前回はグリーンランドと
南極の氷が溶けて減る分しか考えられていな
かったのですが，今回は氷が動いて海に流れ
込む分が考慮されています。その結果，20cm
ぐらい割増になったのです。

温暖化の長期的傾向

NIES/AORI/JAMSTEC シミュレーション

　国立環境研究所（NIES），東京大学大気
海 洋 研 究 所（AORI）， 海 洋 研 究 開 発 機 構

（JAMSTEC）の共同研究チームで行った 1950
年〜 2100 年までの温暖化予測の結果を以下に
ご紹介したいと思います。
　地球の気温は年々の自然のゆらぎを繰り返し

ながら，徐々に上昇していきます。何も対策を行
わない RCP8.5 シナリオに沿った場合の計算結果
で，地球全体の平均気温が 2100 年までに４℃程
度上昇します。

　地表気温（地表から高さ２m での気温）の
変化を見ますと，温暖化というのは地球が一様

に温まっていく現象ではないことが分かります。
例えば，北極やヒマラヤ付近は，現在，雪や氷で
覆われています。雪や氷は白いため太陽の光をよ
く反射しますが，温暖化によってそれが溶けて黒
い地面や海面が表に出てくることにより，太陽の
光をより多く吸収するようになります。そのため，
他地域に比べ温度上昇が大きくなっていきます。

　また，北極海を除くと，海は陸よりも温度は
上がりにくいです。日本は海に囲まれています
ので，世界平均気温上昇と同じか，それより少
し高いくらい温度が上がりますが，大陸の内陸
では，世界平均気温よりもずっと気温が上がり
ます。この理由は２つあります。１つは陸が海よ

り熱容量が小さい，つまり熱しやすく冷めやすい
ことです。もう１つは，海からは大量の水が蒸発
することで熱を逃がすことができますが，陸上で

はそれほどの水の蒸発ができないことです。

　降水量については，自然変動が非常に大き

く，年によって，ある場所でたくさん雨が降っ
たり，降らなかったりしています。温暖化が
進んでいきますと，地球が温かくなることによっ

て，大気の中に含まれる水蒸気が増えます。そし
て，地球全体の平均では降水量が増え，地表から
の蒸発量も増えます。つまり，地球巡る水の循環
が今よりも活発になると考えられています。温暖
化が進むと高緯度地方や熱帯太平洋で降水量が増
えることが予想されています。逆に，もともと降
水量が少ない地中海を含む亜熱帯を中心にますま

す雨が減る地域が出てきます。
　以上は日本のチームによるシミュレーショ
ン結果ですが，世界の色々なモデルで計算し
ても似たような傾向が得られます。

温暖化の影響

　今回発表された『第５次評価報告書』は，
科学的評価を担当する第１作業部会報告書（自
然科学的根拠）の政策決定者向け要約（SPM）
です。今後，第２，第３作業部会の報告書が
順次発表されていきます。影響・適応・脆弱
性について分析をする第２作業部会の報告書
は，2014 年３月の横浜での IPCC 総会で承認
される予定です。その中に，温暖化の影響や
適応策について改めて発表されますが，『第４
次評価報告書』でまとめられた温暖化の影響
を図６に示します。
　1980 年〜 1999 年の平均に対して，世界平
均気温が上昇するにつれ，水不足人口が増え
たり，種の絶滅が加速したり，サンゴが白化・
死滅したり，食料生産に影響を与えたり，風
水害が増えたり，海面が上昇したり，健康に
悪影響が出たりします。

「しきい値」となる気温上昇

　では，われわれは何度の気温上昇を心配し
たらいいのか。これは自明でない問題であり，
非常に難しい問題だと思います。
　６年前の『第４次評価報告書』では，90 年
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代を基準に地球全体の平均気温が２℃上昇ま
でであれば，色々な悪影響もありながら，農
業生産性などでは一部良いこともあるようだ
と書いています。
　２〜４℃だと，さらに悪影響は増えます。
地球規模での生物多様性の広範な損失，農業
生産性の低下，グリーンランドと西南極での
氷床の広範な後退などが起こる可能性が高く
なります。「４℃を超えるともう大変ですよ」
という感じのことが書いてあります。
　2010 年の COP15（コペンハーゲン会議）
では，「産業革命以前より」ということを書い
てなかったのと，COP 全体の合意ではなかっ
たという問題がありました。2010 年，メキシ
コのカンクンで行われた IPCC の第 16 回締約
国会議（COP16）で，「産業革命以前より２℃
以内」という表現が COP 全体の合意の中に
初めて盛り込まれました。
　仮に 2.0℃が心配すべき温度だとすると，こ
れは 90 年代が基準なので，産業革命前を基準
にすると 2.5℃になります。２℃くらい以上が
危険であることを示唆しているように見えま
すが，IPCC の報告書には「2.0℃を超えては
いけない」と書かれているわけではありませ
ん。これをどう認識していくかという問題が
残されています。
　また，影響の中には“Tipping Elements”

と言い，ある温度を超えると，地球規模の大
きな変化，場合によっては後戻りできない変
化がもたらされる事態がいくつか心配されて
います。例えば，グリーンランドの氷の不安
定化があります。グリーンランドの氷はすで
に溶けているのですが，今ぐらいの温度で上
昇を止めると，氷が溶けるのも止まるはずで
す。このまま温度上昇が続いて，ある温度を
超えてしまうと，それよりも高いところで温
度上昇を止めても，グリーンランドの氷は溶
け続けてしまう。そういう境目になる「しき
い値」になる温度があると考えられています。
　その「しきい値」の温度が何度なのか，よ
く分からないのです。

曖昧なリスク

　今回の『第５次評価報告書』をよく読むと，
「しきい値」になる温度上昇について「１℃よ
りも大きく４℃よりも小さいだろう」と書い
てあります。
　グリーンランドの氷がすべて溶けると，海
面が７ｍ上昇します。しかし，全部溶けるま
でに 1000 年以上かかると書いてあります。も
しも，「２℃きっかりを超えたらすぐに７ｍ上
昇します」と言われたら，みんな絶対に２℃
を超えないよう対策を講じようするのでしょ

図６　地球温暖化の影響

（出所：IPCC『第４次評価報告書』 , 2007 年）
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うが，「超えてはいけない温度は１℃から４℃
の間で，最終的に７ｍ上昇するけれど，それ
には 1000 年以上かかる」と言われてしまう
と，どれくらい心配したらいいのか分からな
くなってしまいます。この「曖昧なリスク」
というのが温暖化のリスクを考える上で避け
られない特徴だと思います。こういう情報を
元に，どうするか判断しなければいけないの
ではないかと思います。
　今，1000 年で海面が７ｍ上昇するトリガー

（引き金）を引いたとしても，今生きている我々
にとっては致命的ではないかも知れないし，
将来，大規模な移住などがうまくできれば適
応できるかも知れません。一方で，そんなト
リガーを人類が引いてしまい，地球の異変を
もたらしてしまうのは，倫理的に許されない
という人もいると思います。ここについて議
論して決めなければいけません。

温暖化対策とリスク管理

温暖化対策の長期目標

　図７は，シナリオ RCP2.6（２℃以内ケース）
とシナリオ 8.5（対策無しケース）についての
2300 年までの予測です。RCP2.6 では，2050
年頃から温度が少し下がっていく非常に厳し
いシナリオです。RCP8.5 では，2050 年頃を
過ぎてもずっと上がって行きます。2100 年に
４℃ぐらいで，2300 年に向けて６℃，８℃と
上がっていきます。
　どれくらい対策を講じると RCP2.6 みたいに
なるか。2100 年までの CO2 排出量は RCP2.6
では図８のようになります。2050 年ぐらいま
でに，世界全体の排出量を半分にする。その先，
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図７　対策なしケースと「2℃以内」ケース

（出所：Meinshausen et al, 2011）

図８　「2℃以内」ケースでの CO2 排出量

（出所：van Vuuren et al. 2011）
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さらに減らしていって，今世紀末までには，世
界全体の排出量をゼロに近いか，マイナスにす
る必要があります。そんなことできるのか真剣
に考えなければいけなくなってきました。

「バイオマス CCS」とそのリスク

　技術的に方法はあります。「バイオマス
CCS」がその１つです。CCS は CO2 回収貯留
のことで，CO2 を大気中に出さないで地中に
封じ込める技術ですが，これにバイオマスエ
ネルギーを組み合わせることで，植物が育つ
時に光合成で大気から CO2 を吸収し，その植
物からエネルギーを取り出し，そのエネルギー
を使う時に出てくる CO2 を地中に埋めてしま
おうというアイデアです。図９のように，大

気中から CO2 を吸って地中に封じ込めるとい
うマイナスの排出量を実現しながら，バイオ
マスによるエネルギーを使えるということに
なります。仮に人類がこれを大規模に展開す
れば，他のところで出していても正味でゼロ，
あるいはマイナスということが実現できるか
も知れません。
　しかし，そのために植物を大量に栽培しよ
うとすると，土地が足りなくなるかも知れま
せん。そうすると，食糧生産と競合する可能
性があります。食糧生産と競合させないため
に，新たに土地を切り開くとなると，炭素が
出て来て元も子もない，あるいは生態系破壊
につながる。そもそも CCS が大規模に社会に
受容されるかどうか分からない。そういう問
題がありまして，本当にこれでいいのか，真
剣に考えていかなくてはいけません。

「気候工学」とそのリスク

　さらに，無理やりにでも地球の気温を下げ
るという工学的な手法，「気候工学」という
アイデアがあります。図 10 に示すように，

「気候工学」には大別して，太陽から受ける
エネルギーのコントロール（solar radiation 
management） と CO2 除 去（carbon dioxide 
revolver）とがあります。後者にはバイオマ図９　「バイオマス CCS」のイメージ

図 10　「気候工学」による温暖化対策のイメージ
（出所：杉山昌広『気候工学入門』，日刊工業新聞社，2011 年）
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ス CCS が含まれます。前者は，要するに温暖
化をキャンセルするぐらい，太陽のエネルギー
を弱めてしまえばいいということです。
　例えば，「太陽と地球の間に巨大な鏡を打ち
上げればいいのではないか」とか，「エアロゾ
ル微粒子を大気中に撒けば，地球の温度をコ
ントロールできるのではないか」ということ
が考えられています。火山が噴火すると大気
中にエアロゾルが漂って，気温が少し下がる
ことがすでに知られているからです。
　ただ，「海洋酸性化」が止まらないとか，気
温や降水の分布が変わってしまうといった副
作用が懸念されると同時に，「終端効果」が
心配されます。もしも，大気中の温室効果ガ
スが増え続けたままにしておいて，エアロゾ
ルを撒いて温度上昇をキャンセルし続けると
して，何らかの理由でエアロゾルがまき続け
られなくなったら何が起こるか。エアロゾル
が数カ月から数年で地上へ落ちて来る一方で，
温室効果ガスは大気中にとどまったままです。
すると，それまでキャンセルしてきた分の温
室効果が急激に立ち上がることになり，数年
で平均気温が上昇するというわけです。です
から，この方法は明らかに「劇薬」なわけです。
　そういうことを考えますと，何が正解であ
るか自明な答えはないと私は思っています。
気候変動を放っておいたら悪影響があるなら，
一生懸命対策を講じて温暖化を止めればいい
ではないかと言われますが，経済的なコスト
をはじめ，様々なリスクがあります。
　温暖化には，「北極海航路の開通」などの良
い影響もあります。しかし，良い影響，悪い影
響がどこにどう出るかは，国によって違います。
こういった中でどうしていったらいいか考えな
ければいけません。「温暖化対策はコストがか
かるから，放っておいたらいい」というなら悪
影響のリスクは増大していきますし，急激に対
策を講じて，無理やり温暖化を抑え込もうとす
れば別のリスクを覚悟しなければいけない。そ
ういう選択をわれわれは真剣に考えなければい
けなくなったのではないかと思っております。

おわりに

　温室効果ガスの増加が温暖化を起こすこと
は理論的に確かなことで，地球温暖化がすで
に起こっている可能性も極めて高いです。気
温上昇，海面上昇，降水分布の変化などの将
来予測には幅がありますが，温暖化の様々な
影響も懸念されています。では，平均気温の
上昇が「産業革命以前よりも２℃」を超えて
はいけないかどうか。この問題は，社会的な
判断，価値判断を含んでいます。科学的にだ
けは決まらない問題だと思います。
　温暖化を放置しても，急激に対策してもリス
クはあります。どのリスクを選択するか，その
リスクにどう対処していくか。大きな判断が人
類に求められていると認識しております。
　以上です。どうもありがとうございました。
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はじめに

　3.11 以降，一昨年の第 26 回シンポジウムで
は「東日本大震災を踏まえたエネルギー戦略」
と題し，いくつかのシナリオについて，また
昨年は「新たなエネルギー戦略と技術戦略」
という題で，環境問題も含めて日本のエネル
ギー供給を考える際に必要となる技術開発に
ついて報告させていただきました。本日のシ
ンポジウムでは，予測困難で不確実な未来に
向けて期待される技術について，特に，流通・
需要面に注目して当所が検討した結果を紹介
するというプログラムを組んでいます。

過去を振り返ることで知る世の中の変化

　『2052 〜今後 40 年のグローバル予測』（日
経 BP 社）という本をご存じでしょうか。ロー
マ・クラブのメンバーで 1972 年に『成長の限
界』を書いたノルウェーの科学者ヨルゲン・ラ
ンダースが，『成長の限界』の出版から 40 年経っ
た2012年に，40年先の2052年に世界がどうなっ
ているかを見通した本です。本の中で，エネル
ギーだけでなく，政治経済も含めた色々な分析
がなされています。最近，こういう警告的な内
容の将来予測本をよく見かけます。
　そういう中で，本日は過去をさかのぼって何
が起きたのか，これから何が起こり得るかを午
前に，そしてどのような技術が必要なのか，午
後説明させていただきたいと考えています。

　皆さんは「アハ体験（aha experience）」と
いう言葉をご存じでしょうか。よくテレビで，
10 秒ぐらいの間に写真の中の物や色が一部じ
わーっと変わったりするのを当てるクイズが
あります。一生懸命見ていてもどこが変わっ
たか全然分からない。答えを聞くと「アハー」

（なるほど。分かった）となる。それを「アハ
体験」と言います。この瞬間，脳細胞が活発
になるそうです。
　今の世の中にも似た変化があるのではない
かと思います。「石油ショック」や「リーマン
ショック」，福島第一原発事故などは，明らか
に急激なショック（変化）なので意識され易
いのですが，地球温暖化の進行や，世界人口
の増加，財政赤字の増加などは，じわーっと
変化しているために，その中にいるとなかな
か見えてきません。そこで，過去の変化を振
り返ることにより，何か糸口がつかめるので
はないか思うのです。

世界人口の推移

1800 年頃から急増し始め 70 億人を突破

　図１は世界人口の推移です。1800 年代頃か
ら急激に人口が増加してきたことが分かりま
す。長い間かけて，10 億人に達したのが 1800
年頃です。それまでのエネルギーとしては，
水車や風車などがあったわけですが，それは
あまり人口増大につながりませんでした。

− 14 − 季報エネルギー総合工学

［講演第１部］

如何なる未来に備えるか（その１）
　〜過去をふりかえる

三代　真彰 （一財）エネルギー総合工学研究所
副理事長



　18 世紀の産業革命，19 世紀末の電気の登
場で，産業，食糧生産が飛躍的に伸び，経済
成長につながり，2011 年 10 月 31 日には世
界人口が 70 億人を突破したと言われていま
す。2011 年 10 月 31 日は国連の「70 億人の
日」ですが，別のコンピューターコードで計
算したアメリカ国勢調査局（USCB）によると，
2012 年 3 月 12 日に 70 億人を突破の日となり
ます。世界人口を計算する色々なシミュレー
ションコードがあって，コードによって半年
から 1 年くらいの差があるわけです。

人口増加と同時に進む都市化

　世界人口の増加と同時に，街に人が集まる
「都市化」が起こっています。色々な文献によ
ると，地球上に「100 万人都市」が最初に出
現したのは，1811 年のロンドンだそうです。
アレキサンドリア，ローマ，イスタンブール，
江戸もその頃 100 万人くらいの規模だったの
ではないかという話があります。今や，100
万人都市は 450 以上あります。
　さらにそれを超える 1,000 万人都市（メガ
シティ）は，1950 年に 2 つありました。ニュー
ヨークと東京です。1955 年には東京が世界最

大のメガシティになったということです。そ
の後，メガシティの数は増え続けているので
すが，ここしばらく東京がトップであり続け
るだろうと言われています。
　国連統計によると，東京の今の人口は 3,720
万人です。この数字には，東京都だけでなく，
横浜市，川崎市，千葉市も入っていると思い
ます。そして，2025 年にはそれが 4,000 万人
くらいになると言われています。その時の日
本の総人口が 1 億人と予想されていますから，
約 40％が東京近辺に住むことになります。

産業革命後進む CO2 濃度の増加

　化石燃料の使用で大気中の二酸化炭素
（CO2）濃度は産業革命前の 280ppm から今年
は 400ppm が記録されるまでに増えました。
　この CO2 濃度の最大の要因はエネルギー使
用の増大ですが，振り返ってみるとこのエネ
ルギーは意外と新しい概念です。昔は，用途
によって個別に考えられていました。動力用
なら人力，家畜，水力，風力であり，熱用に
は薪が，照明用にはロウソク，たいまつがそ
れぞれエネルギーでした。
　それが 18 世紀以降，ワットの蒸気機関（1769
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図１　世界人口の推移

（出所：国連統計，USCB 等）



年），ドレーク大佐による米国での石油掘削
（1859 年），エジソンの電球（1879 年），フォー
ドの第１号車（1896 年），ライト兄弟の初飛
行（1903 年）といった，色々な発明，発見に
よって色々な用途に共通に使えるエネルギー

（石油や電気）の概念が普及しました。その後，
化石燃料の探査・開発技術の進歩，そしてエ
ネルギーの大量消費につながり，工業製品・
食糧の生産やその輸送が増え経済成長を果た
しました。その結果，大気中の CO2 濃度が増
加したのです。産業革命前の約 280ppm から
50ppm 増えるのに 200 年（0.25ppm/ 年）か
かりましたが，最近は毎年２ppm ずつ増えて
います。

エネルギー供給の推移

1950 年以降急増した石油の供給と消費

　図２は世界のエネルギー消費量の推移です。
昔から下のベースになっているバイオマスは，
おそらく薪などの「伝統的なバイオマス」だ
と思います。石炭，石油，ガス，水力，原子力，

新・再生可能エネルギーが示されているわけ
ですが，新・再生可能エネルギーはまだ微量
です。石油はアメリカで最初に掘削されまし
た。1950 年頃まではアメリカが世界の原油生
産の半分以上を占めていました。中東で大規
模油田が続々と見つかったのは，第二次大戦
後の 1950 年以降です。それから中東の石油を
中心として，世界の石油使用量が急激に増え
ていったと言えます。

エネルギー消費が支えてきた日本の経済成長

　図３では，エネルギー消費に支えられてきた
日本の経済成長が示されています。右の縦軸の
単位は，石油換算百万トン（Mtoe ＝ E13kcal

（1013kcal））です。国際エネルギー機関（IEA）
などがこの単位を使っていますが，実質的に
カロリー（cal）と同価で，石油１キロが 1 万
kcal であるという前提で作られています。
　黒い折れ線は，明治維新頃からの人口カー
ブです。
　エネルギー構成は，下から薪炭といった伝
統的なバイオマス，水力，石炭，石油，天然
ガス，原子力，新エネルギーとなっています。
　振り返ってみますと，日本で初めて電気が
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図２　世界のエネルギー供給の推移

（出所：Global Energy Assessment, 2012, 国際応用システム分析研究所（IIASA））



使われたのは昔の東京大学の講堂でした。グ
ローブ電池でアーク灯を照らしたのが 1878 年
3 月 25 日で，今ではこの日を「電気の日」と言っ
ています。それ以降，電気が普及し 1906 年頃
に 2％，1927 年頃に 87％と，も急速に電気が
普及しました。世界でもスイスに次いで 2 番
目の普及率です。

エネルギー政策の登場から「3E ＋ S」まで

　1950 年以降中東の安価な石油を活用して高
度経済成長を経験してきましたが，1973 年
に「第一次石油ショック」が起きました。こ
の「第一次石油ショック」を契機に，各国の
エネルギー政策を協力して行うことを目的と
して，経済協力開発機構（OECD）に IEA が
できました。「エネルギー政策」という言葉が
使われ始めたのもこの頃です。IEA の創設後，

「第二次石油ショック」（1979 年）が起きまし
た。この時には石油の代替エネルギーとして，
石炭，液化天然ガス（LNG），水力や原子力を
使っていこうということになりました。当時
は，LNG を火力発電所で使うことについては，

「こんなノーブルガス（貴ガス）を単に発電所

で燃やすのはもったいない」と反対もありま
した。その時，天然ガスを発電に使っていた
のは日本とカリフォルニア州だけだったので
すが，日本とカリフォルニア州での火力利用
については，天然ガスの特性を活かして付加
価値を高める「ノーブルユース」であるとい
うことで認められました。石油専焼火力につ
いては，「第二次石油ショック」後，新設が禁
止となりました。
　それ以降，エネルギー供給の安定性（Energy 
security），経済性（Economic growth），環境
保 全（Environmental conservation） を 同 時
に達成しなければならないということで「3E」
が，それから安全性確保（Safety）が加わり，
今のエネルギー政策の体系「3E ＋ S」になっ
ている訳です。

技術進歩のスピード

　技術進歩について少しお話ししたいと思い
ます。例えば，図３に「携帯電話の進歩」と
書きましたが，電話自体はグラハム・ベルが
1876 年に発明しました。日本に入ってきたの
は 1890 年。電話は相手がいないとつながら
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図３　日本の一次エネルギー供給の推移
（出所：『エネルギー・経済統計要覧』，総務省統計等を基に作成）



ないわけですから，東京と横浜の間に電話所
ができて初めて電話がつながるようになりま
した。1953 年のテレビ元年に赤電話が登場し
ました。それ以降，1979 年に車載電話機が，
1985 年には重さ３キロのショルダーホンが発
売されたことを憶えている方もいらっしゃる
でしょう。そして，携帯電話が初めて出てき
たのが 1987 年。750 グラムの筒のようなもの
を耳にかけて最新モデルだと宣伝していまし
た。その携帯電話機がいつの間にか軽くなり，
カメラ内蔵の iMode となりました。今，みん
なが持っているスマートホンというのは 2007
年に出たばかりなのです。
　もう１つ技術進歩の例として，私が好きな
卓上計算機の歴史についてお話ししたいと思
います。卓上計算機が登場するまでは，タイ
ガー手廻計算器や計算尺を使っていました。
初めて卓上計算機が出てきたのが東京オリン
ピックの 1964 年です。シャープが「ニキシー
管」というネオン式数字表示放電管を 20 個く
らい並べた卓上計算機を発表しました。重さ
は 25 キロ（海外旅行のトランクの重さで，価
格は当時自動車が買える 53 万円）です。その
後，1972 年にカシオが１万 2,800 円で「カシ
オミニ」を出しました。当時の新卒者の初任
給が３，４万円でしたからものすごく高かった
のです。それが３年後の 1975 年には 4,800 円
に下がりました。この間の技術開発のスピー
ドには目をみはるばかりです。

日本のエネルギー供給と消費

統計で見るエネルギー量の単位

　世の中ではエネルギーに関して色々な数字
がありますが，常に商業ベースでのエネル
ギーが対象になっています。薪を拾ってきて
ご飯を炊いてもエネルギー統計には現れませ
ん。自動車に乗ればガソリンの消費になるの

ですが，徒歩あるいは自転車で移動するとエ
ネルギー消費にはなりません。供給に比べて
流通や家庭など消費段階で使われているエネ
ルギーを正確に測るのは困難です。
　また，異なるエネルギーの供給量や消費量
を１つの単位で表すために，kcal という単位
に換算して集計します。しかし，原油でも油
種によってカロリー数が違います。風力発電
の発電量は kWh で表されるのですが，その
ときのインプット（風力）をどう計算すれば
いいのか。バイオマスや太陽光，原子力など
でも同様な問題があります。さらに，そういっ
た定義は各国で異なります。私が働いたこと
がある IEA においても，内部で統計部局と石
油部通産局で値が違うこともありました。

2010 年度と 2011 年度に見る変化

　さて，2010 年度の一次エネルギー供給は
513 E13kcal（石油換算で約５億トン）でした
が，これが福島第一原発事故直後の 2011 年度
には 489 E13kcal に減りました。2012 年度に
はさらに 483 E13kcal（速報値）に減っていま
す。世の中がじわりじわりと変わってきてい
るのではないかという印象を受けます。
　 エ ネ ル ギ ー 消 費 も，2010 年 度 の 343 
E13kcal から 2011 年度には 334 E13kcal と減
少しました。
　ほとんど 100％輸入している化石燃料（鉱物
性燃料）の輸入額は，2010 年度は 18.1 兆円，
2012 年度には 6.6 兆円増え 24.7 兆円になりま
した。日本の総輸入額に占める割合も 2010 年
度の 29％から 2011 年度には 34％に増えていま
す。貿易収支は，2010 年度に４億円あった黒
字が，2012年度には８兆円の赤字に転じました。
一次エネルギー供給の輸入依存度も 83％から
94％に上がっています。
　石油換算で約５億トンの化石燃料を毎年輸
入するということは，10 万トン級のタンカー
や LNG 船，石炭船で運ぶと仮定すると，毎年
5,000 隻もの量が日本に入ってこなければいけ
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ません。365 で割って１日当たりで考えます
と，毎日 10 隻以上が日本に入ってくることに
なります。

民生・輸送部門でのエネルギー消費

　図４は，最終エネルギー消費に占める民生
部門と輸送部門の割合を，1965 年度，1990 年
度，2010 年度で比較したものです。
　図では，産業部門が消してありますが，
1965 年度は全体 109 E13kcal の 63％ですから，
産業部門で 68 E13kcal を消費しています。こ
の消費量は 1973 年の「第一次石油ショック」
の直前には 166 E13kcal まで増えています。
これは中東から安い石油が入ってきたためで
すけれども，しかしながら，石油ショック後
は，産業部門の最終エネルギー消費は，166 
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E13kcal からほぼ横ばいで推移してきていま
す。むしろ，1999 年度が 160 E13kcal，2010
年度が 156 E13kcal と減ってきています。と
ころが，日本のエネルギー需要全体は増えて
いるのです。では，どこが増えているかとい
うと民生部門と輸送部門です。
　民生部門について見ると，1965 年度（昭和
40 年度）には石炭，練炭，炭団が使われてい
ました。これが今や電力になっています。家
庭と業務の中でどう使われているか。用途別
の表では，電気は「動力他」に入っています。
電気が給湯に使われているのか暖房に使われ
ているのか分からないからです。いずれにし
ても，民生部門でのエネルギー消費は，動力，
給湯，暖房が大きな割合を占めています。
　輸送部門では，自動車が貨物，旅客で輸送
部門の大宗を占めています。自動車の保有台

第 36 巻 第４号（2014）

図４　日本の民生・輸送部門での最終エネルギー消費（1965 年度 /1990 年度 /2010 年度）
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民生　用途別　（％， 2010）

家庭 業務

冷房
暖房
給湯
厨房

動力他

13
16
14
9

49

3
27
28
8

35

家庭　エネルギー源別　（％）

1965年度 2010年度

電力
都市ガス

LPG
灯油

太陽熱
石炭等

48
18
11
22
1

0.1

23
15
12
15

-
35

自動車が
貨物（84％），旅客（85％）と
輸送の大宗を占める。

自動車保有台数　（万台）

１９６５年度
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１９９０年度
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７２０
１，８２０
5,770
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注）最終エネルギー消費には，産業・民生・輸送の他，
　  非エネルギーも含まれる。

（出所：『エネルギー・経済統計要覧』を基に作成）



数は，1970 年から 1990 年まで 4,000 万台増え
ているのが，次の 20 年間の増加は約 2,000 万
台弱で，少し緩やかになってきていると言え
ると思います。

今後の方向

エネルギーの安定供給と温暖化対策

　エネルギーは，生活・経済の基盤です。世
界では，化石燃料が供給の大宗を占めていま
すし，今後とも化石燃料が主流であろうと思
います。
　その中で再生可能エネルギーの導入が急が
れています。ドイツでは，2011 年にエネルギー
供給においても，発電においても再生可能エ
ネルギーが原子力の割合を超えました。福島
事故後，原子力が減ったとの要因もあります
が，再生可能エネルギーの導入拡大には，価格，
コスト，系統の安定性，補助金をどうするか
という課題があります。
　また，地球温暖化，人口の増大，都市化が
国際的な問題となっています。
　日本では 2013 年４月の『エネルギー白書
2013』で，今後対応すべき課題として 20 種以
上のリストを並べています。同時に，流通・
消費面での対策が大事であると，渡邊審議官
のご挨拶の中でもありました。
　アメリカでは，オバマ政権が温暖化に対す
るアクションプランを 2013 年６月に出しまし
た。発電所からの CO2 を減らす，クリーンエ
ネルギーを導入すると同時に，地球が温暖化
することを前提に，色々な備えをしなければ
いけない。温暖化した時の農業政策をどうす
るか考えないといけないと言っています。
　オーストラリアでは，これから建物を造る
とき，床下が地面から数メートルあるような
高い家を造らなければいけないと言われてい
ます。

　IPCC では，先週，第１作業部会の『第５
次評価報告書』が出ました。来年の 2014 年３
月には横浜での総会で，第二作業部会の報告
書が出る予定です。それから第３作業部会の
報告が出て，来年中に全体の報告書が発表さ
れます。2013 年 12 月にはワルシャワで第 19
回締約国会議（COP19）が開かれます。私は
COP3 で「京都議定書」の策定にかかわった
のですが，あれから 16 年経ってしまいました。
感慨深いものがあります。
　IEA は 2013 年６月「エネルギー技術展望　
2050 年までのシナリオと展望」（ETP）を公
表しました。そこで 2050 年までの技術開発
のフローを示すとともに，『世界エネルギー
見通し』（WEO）が 11 月に発表されます。環
境問題は待ったなしということで，WEO の
発 表 前（2013 年 ６ 月 ） に“Redrawing the 
Energy-Climate Map”という『世界エネルギー
見通し特別報告』を出しています。

日本としてすべきこと

　日本として何をすべきか。種々のリスクに
備えることが大事です。国内のリスクだけで
なく，これだけ情報技術（IT）が進んだ今，
日本と関係がないと思われている所で起きた
社会的事件，経済的事件でも，すぐに世界中
に広がってくるというリスクを迅速に軽減す
ることが大事です。
　多くのオプションを持つことが重要です。
新エネルギーや原子力の技術をしっかりやり，
集中と分散について，災害時を考えてやらな
いといけません。その中でも温暖化への対応
が重要です。
　日本の特徴として，化石資源の輸入におい
て輸送経路がどうしても長いので，そのセキュ
リティをどう守るのか。島国であることから，
国内でどうやって安定供給を確保するか。日
本の人口はこれから老齢化しながら減ってい
きます。こういう時のエネルギー供給はどう
あるべきか。他の国とは違うのではないかと
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考えています。
　いずれにせよ技術が日本の生命線です。総合
的な視野，俯瞰的でスマートな対応，技術の内
容によって異なる時間軸を踏まえた対応が必要
です。先ほど技術進歩の例に挙げた携帯電話や
卓上計算機のように，パッと普及する製品もあ
れば，トヨタ「プリウス」のように 1997 年に
出てから 10 年，20 年をかけて，ハイブリッド
自動車の主流となった例もあります。しかし，
大型発電所の場合，立地から運転時間までを考
えると，普及のためには，50 年から 80 年先を
見なければいけません。それとともに，廃棄物
になる，あるいはリサイクルするのにどれくら
い時間がかかるのか，LCA（ライフサイクルア
セスメント）の観点からも見なければいけませ
ん。難しい時代です。
　そういう大きな課題について，エネルギー
総合工学研究所は今後とも検討してまいりた
いと思っております。
　ご静聴，ありがとうございました。
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エネルギー需給システム

影響を与える８つの要因

　将来どうなるかということについて皆様と
一緒に考えてみたいと思います。
　まず，エネルギー需給システムをどう考え
るか。図１は，世界的なエネルギー需給シス
テムを考えるための整理図です。エネルギー
需給システムには，エネルギー資源の「供給」，
それらを電気や石油製品などの使いやすいエ
ネルギーに替える「変換」，変換されたエネル
ギーを消費する「需要」の組み合わせを考え
ていく必要があります。
　図１では，エネルギー需給システムに影響
を与える要因が 8 種類に分類されています。

［マクロ経済要因］
　人口と国内総生産（GDP）で決まる一人当

たり所得の大きさによって，利用できるエネ
ルギー量や支出できる費用が決まります。

［環境負荷要因］
　水，大気，土壌など，ローカルな環境影響と，
二酸化炭素（CO2）を始めとする温室効果ガス
などの地球環境に与える影響に分類できます。

［資源利用可能性要因］
　エネルギー資源としては，化石燃料資源，
核分裂資源，再生可能資源などがありますが，
広い定義では金属やその他の資源も含まれて
います。

［ステークホルダー要因］
　エネルギー需給システムについて，政府，
企業，消費者など，様々なステークホルダー

（利害関係者）が存在します。ときに対立する
関係者の間で社会的な合意を図っていくこと
が必要となります。
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［講演第１部］

如何なる未来に備えるか（その２）
　〜将来トレンドを考える

黒沢　厚志 プロジェクト試験研究部
地球環境グループ　部長

図 1　エネルギー需給システムを決める要因



［経済性要因］
　供給側にしても消費者側にしても，なるべ
く安い供給システムや需要システムを考えて
いくことが市場競争力の上で重要になってき
ます。

［技術レベル要因］
　研究開発および生産の継続によって技術ポ
テンシャルを維持・向上させていくことが，
新技術を導入していく際の鍵となります。

［新供給要因］
　最近の例を挙げますと，水素のような新し
いエネルギーキャリア，シェールガスなどの
新資源は，エネルギーシステムの根本を変え
る要因として，大きな影響を与えます。

［社会・制度要因］
　エネルギーに関する政策（種々の規制，補
助金，税金，市場設計などの制度）は，需給
システム自体に大きな影響を与えています。
また，輸入依存度，多様性などもセキュリティ
に重要と考えます。

　これら非常に多様な要因があるわけですが，
これを考えながら需給システムが決まってい
きます。ただ，これには地域差や時点による
違いがありますので，これら要因の強さや影
響の大きさは，場合によって違ってきます。

今後の変化：人口

アジア，アフリカで急増する人口

　図２の国連推計では，中位推計，高位推計，
低位推計などの人口予測をしています。現在
70 億人ですが，2050 年には低位で 83 億人，
中位で 96 億人，高位だと 110 億人くらいにな
ります。この違いは主に，出生率や死亡率の
違いによります。
　また，それを地域別に見たのが図３です。
こちらは中位推計の例ですが，今後の人口増
加の大部分は，新興国や発展途上国，特にア
ジアやアフリカで生じると言われています。

世界の都市化

　全体として伸びていく人口増加ですが，都
市部と農村部で一様に増えていくわけではあ
りません。現在，世界人口の半数が都市に住
んでいるとされています。人口増加はアジア，
アフリカでの伸びが大きいと言いましたが，
人口増加が著しい地域では，都市化がその大
きな原動力となっています。また，1,000 万人
以上の巨大都市（メガシティ）は，2011 年で

図４の のように分布しています。2025 年に
なると，それがかなり増えます。特に，中国
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図２　国連による人口推計

（出所：ＵＮ World Population Prospects The 2012 Revision）（出所：ＵＮ World Population Prospects The 2012 Revision）

図３　国連による地域別人口推計（中位推定）



やインドなどで増えていきます。都市は数が
増えていくとともに，それらが地域でつながっ
ていきます。日本で言う「メガロポリス」の
ようなイメージで，都市の連結現象が起こり
ます。
　このように，都市化は世界的な傾向です。
その結果，都市型のエネルギー利用が今後増
加すると考えられます。途上地域の場合は，
薪炭などの従来型バイオマスエネルギーが用
いられ，電力へのアクセスのない地域がまだ

まだあります。そのような地域から都市への
移住が起こりますと，移住した人たちの前に
は従来型でないエネルギーへのアクセス機会
が現れ，電力も使うようになるといったエネ
ルギー利用の質的な変化が生まれることにな
ります。

日本の総人口と年齢構成

　図５は日本の人口予測例です。年齢別に見
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（出所：ＵＮ World Population Prospects The 2011 Revision）

図４　進行する世界の都市化



ていますが，現在の人口が約 1 億 2,800 万人
です。すでに減少を始めているところで，中
位推計だと 2050 年までには 1 億人を切ること
になります。さらに，生産年齢人口と老齢人
口が 2050 年にそれぞれ 5 割と 4 割に，14 歳
以下はかなり比率が下がっていくということ
ですから，使うエネルギーの量と質が変わっ
ていくと考えられます。

今後の変化：需給システムの要因

マクロ経済要因

　IEA の『世界エネルギー見通し 2012 年版』
にある実質年率経済成長率の予測例を見てみ

ます。世界経済は全体として成長していきま
すが，OECD 諸国と非 OECD 諸国には伸びの
違いがあります。図６を見ると，アジア，特
に中国・インドなどは伸び率が高めですが，
OECD 諸国はほぼ２％と安定して推移します。
アジア以外の非 OECD の地域は，基本的にそ
れより高い伸びを示しているということにな
ります。これは，これらの地域の経済レベル
が先進国にキャッチアップしていくというこ
とを意味します。
　図７の 2010 年の一人当たり所得比較を見る
と，かなり大きな差があることが分かります。
つまり，一人当たり GDP の低い地域や国々は
まだ伸びる余地があるということで，成長に
伴ってエネルギー需要量も先進国に近づいて
いくと見込まれます。
　一人当たり所得が高い国でも，所得が等し
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図 5　日本の将来推計人口

（出所：「日本の将来推計人口」（平成 24 年１月推計），国立社会保障・人口問題研究所）

図 6　年率実質経済成長率の推定

（出所：IEA, World Energy Outlook 2012）



く分配されているかどうかという問題があり
ます。図８は，所得格差の大きさを示す係数「ジ
ニ係数」を OECD 諸国について並べたもので
す。「ジニ係数」は，図９のように横軸に累積
世帯比率，縦軸に累積所得比率をとります。
全ての世帯が同じ所得だと，２つの比率のカー
ブが一致します（ジニ係数＝ゼロ）。しかし，
実際には低所得の世帯比率が高く，高所得の
世帯比率が低いので，均等線と実際の所得分
布とのずれが生じます。このずれた部分の面
積を２倍した数字がジニ係数で，この数値が
大きいほど所得格差が大きいと言えます。
　OECD 諸国の中でもかなりの差があります。
日本のジニ係数は OECD 平均にかなり近い値
なのですが，アメリカなどは，一人当たり平
均の所得は高いのですが格差も大きいという

ことが分かります。初期コストの高いエネル
ギー機器などを低所得の家庭は買えないとい
うことがありますから，世帯の所得格差は，
エネルギー機器の選択や社会安定度に影響を
与えます。
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図７　一人当たり GDP（2010）
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図８　OECD 諸国のジニ係数（2010 年）

（出所：OECD factbook）

図９　所得格差の指標：ジニ係数



環境負荷要因

　図 10 は，温室効果ガスの国際的な気候変
動枠組みについて考察したものです。2008 年
〜 2012 年は京都議定書の「第 1 約束期間」で
した。この期間には，欧州連合（EU）と日
本，ロシアだけが削減義務を負っていて，そ
の他の国々には削減義務がありませんでした。
2013 年に入った現在は，京都議定書の「第 2
約束期間」になっています。この期間では主
に EU 諸国が削減義務を負うことになってい
て，その他の国々も自主的に削減を進めるこ
とになっています。
　2020 年以降の世界削減枠組みについては，
気候変動枠組条約のダーバンプラットフォー
ム作業部会で議論を行っていますが，まだ結
論は出ていません。
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　図 11 は化石燃焼起源の CO2 排出を国別の
割合で見たものです。4 分の 1 が中国から出
ています。続いて，米国，ロシア，インド，
日本。日本は 2010 年時点では 3.8% です。EU
を計算すると 12% くらいになり，全体の３番
目になります。現在の削減枠組みには，1 番
目の中国，２番目の米国が参加していません
ので，両国が参加しない枠組みは意味がない
ということが分かります。
　図 12 は地域別の一人当たり排出量です。
長方形の面積が各地域が出している CO2 排出
量になります。今後，人口が増え，一人当た
り排出量も増えていきます。特に，途上国で
伸びが大きいと考えられますから，これを積
分した面積である世界全体の CO2 排出量も増
えていくと考えられます。
　2050 年くらいまでの将来予測を見てみます。
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図 10　国際的な気候変動対策枠組み構築への取組み
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国際船舶燃料 19.3％ 国際航空燃料 19.3％
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（国際輸送含む）

図 11　化石燃料燃焼からの CO2 排出量（2010 年）

※シェア１％以下の国・地域
　は「その他」に集約。EU
　は 11.9％，中国は香港を含
　む。

（出所：OECD/IEA CO2 Emissions from Fuel Combustion 2012）



図 13 は IEA の『エネルギー技術展望 2012 年
版』における世界の一次エネルギー供給量です。
図 14  は CO2 排出量で，産業革命前からの世
界気温上昇目標により 6℃，4 ℃，2℃というこ
とで，シナリオもそれに対応する名前がついて
います。図12の縦軸の単位は，EJ（エクサジュー
ル）なのですが，１EJ は石油換算で約 2,400 万
トンですので，2009 年の約 500EJ というのは
約 120 億石油換算トンに相当します。

　6℃シナリオ（6DS）では，2050 年の CO2

排出量は 2009 年の倍になっています。増加の
ほとんどが石炭，石油，ガスといった化石燃
料の増加分です。温度目標が，4℃，２℃と低
くなるほど最終エネルギーの省エネルギーや
エネルギー転換の高効率化でエネルギー供給
量が減っています。
　また，再生可能エネルギーや原子力の相対
的なシェアも増えています。なお，温度目標
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が低い場合は特に，化石燃料の部分について
は CO2 回収貯留（CCS）技術の導入も見込ま
れています。
　その結果，世界の CO2 排出量は，6DS と
2DS では，2050 年時点に大きな差が出てきま
す。2DS では 2020 年にはもう減少が始まるこ
とになっていますが，これはかなり無理なシ
ナリオではないかと個人的には考えています。
実際には，4DS や 6DS の線に近づいて，それ
からかなり減らしていくということをしない
と，累積排出量で見た目標達成はかなり難し
いと思います。いずれにしても供給側と需要
側の対策を総動員しないと，2DS のような超
低排出シナリオの実現は難しいと考えます。

社会合意形成

　技術基盤があり，低コストであっても，社
会的にその技術が選択されないことがありま
す。地域の事情によっても異なるわけですが，
例えば，ドイツの陸上 CO2 貯留や原子力，ヨー
ロッパのシェールガス採掘などがそうです。
また，未知のもの，よく分からないものに対
して漠然とした不安（社会的な認知リスク）
があるのですが，潜在的な影響がよく分から
ないままでも，すでに使われているものもあ
ります。その例の１つが「遺伝子組み換え作
物」で，飼料や加工食品として日本にも大量
に輸入されています。もう１つはナノテクで
す。日焼け止めに「SPF」（紫外線防御指数）
が表示されていたりしますが，紫外線反射剤
として，微小なナノテク粒子が入っています。
　ナノテクは，エネルギーの世界でもこれか
ら活用が進んでいきます。半導体設計など非
常に微細な加工を要するものに応用されたり，
材料自体をナノテクによって作ったりと，徐々
に採用されるということです。

技術レベルと研究開発

　世の中には，原理がわかっていても実用化

されていない技術シーズ群というものがたく
さんあります。従来からアメリカは先端技術
の軍事転用を意図した「ARPA」というプロ
グラムが行われ，現在の「DARPA」の研究
があります。これは基本的には固定観念に捉
われず自由度の高い研究を行うということで，
その研究成果の一部が，例えば，分散型のネッ
トワークであるインターネットの通信手順，
パケット通信とかです。GPS などもその成果
としてよく知られています。
　「ARPA」のエネルギー版が「ARPA-E」で，
米国エネルギー省（DOE）が進めています。
このプログラムは 2009 年に始まり，革新的で
効果が大きいトランスフォーマティヴな技術
の開発を目標としています。これには領域指
定型とテーマ公募型があります。領域の例は
次のとおりです。

　この分類自体は日本でも着目されている分
野とかなりオーバーラップしています。ただ
し，「光合成以外の反応によるバイオ燃料製造」
など新しい視点も含まれています。　
　また，テーマ公募型の中には，空中風力発
電などの面白いテーマが含まれています。今
回はその全貌を示す時間がないのですが，時
間があればみなさんも「ARPA-E」でインター
ネット検索をやるとご覧になれるので面白い
のではないかと思います。
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経済性要因

　最後に，消費者から見れば経済性要因です
が，社会全体から見ると社会・制度要因であ
る，世界各国のガソリン価格のデータを紹介
します。図 15 はドイツの国際協力公社（GIZ）
でまとめているもので，2010 年 11 月の世界
各国の１リットル当たりガソリン末端価格を
安い順から高い順に並べてあります。この時
点で一番安いのはベネズエラの 23 セント。高
いものではデンマーク，ギリシア，オランダ，
トルコなどの 200 セント以上。日本は 160 セ
ントです。
　各国のガソリン価格に大きな差があります
が，これは主に補助金や税金の差によるもの
です。中東など産油国では意図的にガソリン
価格が低く抑えられているということが分か
ります。このような価格差があると燃費に基
づく自動車の選択などに非常に大きな影響が
あると思います。

システムに変化をもたらす力

　エネルギーシステムを始め、システムとい
うものについて考えてみます。図 16 は，シ
ステムの変化について考えたものです。シス
テムには基本的な方向性であるトレンドがあ
ります。それが様々な外力・内力であるイベ
ントが小さいうちは戻る力が働くのですが，
トレンドを超えるような非常に大きい力，ま
たはイベントが連続して作用するようになる
と，トレンド」自体の方向が大きく変化るこ
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図 15　世界各国のガソリン価格

（出所：ドイツ GIZ 資料（2010 年 11 月時点））

図 16　トレンドとイベント



とがあります。例えば，石油危機や 3.11 がも
たらしたエネルギーシステムの大きな変更が
その好例だと思います。
　イベントの例として，どのようなものがあ
るか。まず，エネルギーの外側で「好ましく
ないイベント」というものを考え，便宜的に
イベントを「天災」と「人災」に分類します。
　イベントに備えてその影響を少なくするた
めには，兆候を捉える，影響を軽減する社会
システムを構築するといった事前の対策，復
旧を迅速にできるようにする事後対策といっ
たものを，制度社会要因・技術の面から整備
する必要があります。
　エネルギーシステムとしては，エネルギー
の供給や需要手段の多様化，輸送ノードや経
路における復旧手段やチャネルの準備と多様
化がそれに相当すると思います。

気候変動発生時の対応

適応と気候工学

　気候変動が顕著になった時の対策に，適応
と気候工学という考え方があります。適応策

は影響を減らしていく考え方で，気候工学は
気候システムそのものに介入する考え方です。　
　適応策として，IPCC『第４次評価報告書』で，
代表的な４分野（水，農業，インフラ・居住地，
健康）で以下の指摘がなされています。

　図 17 は，人為的に気候に介入する「気
候工学（ジオエンジニアリング）」のイメー
ジ で す。 太 陽 放 射 管 理 で あ る SRM（Solar 
Radiation Management）と CO2 除去（CDR：
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図 17　「気候工学」による温暖化対策のイメージ

（出所：杉山昌広『気候工学入門』，日刊工業新聞社，2011 年（原図は Lenton and Vaughan, 2009））

● 水分野

　雨水の収集，水貯蔵と節水，再利用，海水
　淡水化，水利用と灌漑の効率化

農業

　作付け時期と品種の調節，作地移動，土地
　利用管理

インフラ・居住地

　居住地移動，護岸堤・高潮バリア，砂丘補強，
　湿地創出，自然防護帯保護

健康

　暑さ対策行動計画，緊急医療サービス，気候
　感度の高い疾病調査と対策改善，安全な水の
　確保と衛生状態向上

●

●

●



Carbon Dioxide Removal）があります。先日
公開された IPCC『第５次評価報告書』にもこ
のジオエンジニアリングの記述がありました。
　SRM は太陽放射のエネルギーを抑制するオ
プション群です。そのうち「成層圏エアロゾル」
には，類似する自然現象として火山噴火があ
ります。この場合は，数年にわたって気温が
下がることが知られています。
　CDR は CO2 を空気中から直接回収する，
または，バイオマスなどを通じて間接的に回
収して貯留する方法です。基本的には，「負の
排出」を意図しています。
　この SRM や CDR については，当所で実施
中の研究プロジェクトで評価中です。

エネルギーのイベント

　エネルギーシステム自体に含まれる変化の
タネについて考えてみます。エネルギー価格
は乱高下しますが，例えば，石油価格が上が
ると色々な変化が起こると考えられます。
　エネルギーの代替や省エネルギーが進んだ
り，固定価格買取制度（FIT 制度）などによっ
て社会的に導入が促進されることは分かりや
すい変化です。また，核融合やメタンハイド
レート，宇宙太陽光などの非常に先の革新的
技術が実用化されれば，エネルギー供給コス
トが低下します。また，高速情報ネットワー
クの各種サービスや家事ロボットなど新しい
サービスや製品が普及すると，エネルギー需

要も増加します。また，省エネルギー製品自
体が普及すると，エネルギーの実質コストが
安くなるので，「省エネインセンティブ」が低
下し，場合によっては，エネルギー需要自体
が増加してしまう（リバウンド現象）も懸念
されます。

まとめ

　世界的には，人口増加と都市化，経済成長
によってここ数十年の間はエネルギー消費の
増加が確実です。また，エネルギー消費の増
加に伴う CO2 排出増加の程度は，エネルギー
需給システムの選択によってかなり異なって
います。
　基本的な方向性であるトレンドは，様々な
イベントによって大きく変化することがあり
ます。イベントの悪影響を低減できるような
社会戦略，エネルギー戦略，気候変動戦略が
必要で，技術はその一要因です。どのような
イベントが起こっても対応できるよう技術の
備えをしておくことが有意義です。
　午後に報告する「エネルギー供給源と最終
エネルギーの種類やその利用技術」を転換貯
蔵や輸送技術・輸送システムの点から適切に
組み合わせていく，また，分散と集中を組み
合わせて賢く使うことが有効な対策になりま
す。以上で報告を終わります。
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はじめに

　先の 2 つの講演では過去を振り返りまた，
将来のエネルギー需要に影響を与える要因に
ついて見ました。ここでは，現在のエネルギー
の使われ方，また，この状況が持続すること
で生じる課題を概観し，その解決に必要な技
術と考え方を報告させていただきます。
　なお，本日は石本が講演させていただきま
すが，当研究所の都筑和泰研究員との連名に
よる報告であることをご了解いただければと
思います。

統合評価モデル GRAPE による評価

人間活動とエネルギー使用との関係

　図１に人間の活動とエネルギー使用の関係
を示しました。エネルギーは，左側の一次エ
ネルギーから，転換，最終需要，そしてサー
ビス需要と左から右へ流れていきます。

　しかし，ニーズについては，人間のある欲求，
例えば「暗い」と思うとスイッチを入れて電
灯がつく，そして発電所の出力が増加し燃料
使用量の増加につながるというように，流れ
は右から左，エネルギーの流れとは逆の流れ
になります。当然，エネルギー消費は人間活
動に起因するものです。そして人はエネルギー
そのものではなく熱や動力，照明などのサー
ビスを要求しています。従って，エネルギー
消費を考えるには，人間活動に必要なサービ
スに対する需要から，転換，一次エネルギー
までの各過程を考える必要があるのです。
　ここで「サービスに対する需要」は，例えば，
人を運ぶ旅客運送であれば，人一人を１㎞運ぶ，
人 ㎞という単位で集計されるようなものです。

GRAPE による評価手順

　エネルギー消費を考える際，なるべく定量
的に考える必要があります。ここでは当所
が開発した統合評価モデル GRAPE（Global 
Relationship Assessment to Protect the 
Environment）を用いた，エネルギー需要見
通しの計算例を示します。
　図２は GRAPE の地域分けです。世界を 15
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図 1　人間活動とエネルギー使用との関係



地域に分けています。統合評価モデルは，超
長期の環境影響を評価するためのモデルです。
このモデルは，エネルギーを評価するエネル
ギーモジュール，気候変動とそれが経済等に
与える影響を考えるモジュール，土地利用や
経済のモジュールで構成されています。
　ここではエネルギーモジュールを使って，設
定したエネルギー需要を満たすエネルギー供給
量を計算しました。評価手順は次のとおりです。

　なおここで，GRAPE については，「気候変
動に関する政府間パネル」（IPCC）の報告書
で評価結果が利用されたり，米国電力研究所

（EPRI）のプロジェクトで，マサチューセッツ
工科大学やメリーランド大学の評価ツールと並
んで選定されたりといった実績があります。

GRAPE の入力データ：一人当たり GDP

　最終エネルギー消費量は，一人当たりのエ
ネルギー消費と人口に分解できます。図３は，
一人当たりの国内総生産（GDP）と最終エネ
ルギー消費の関係です。世界平均は，かなり
左下にある◇です。
　一人当たり GDP が同じくらいのアメリカ
と日本でも差があります。国土の広さが違う，
省エネ技術の導入具合が違うといった様々な
要因が影響しています。各国間でばらつきは
ありますが，一人当たり GDP と最終エネル
ギー消費には，全体として右上がりの相関関
係があります。
　世界人口は増加傾向にありますが，今後，
途上国が経済発展すると，最終エネルギー消
費を構成する 2 つの項目，一人当たりのエネ
ルギー消費と人口の両方が増加し，エネルギー
消費量も増えていくと言えます。
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図２　統合評価モデル GRAPE による地域分け

① 発電，運輸，（主に産業と民生の熱需要で
 発電は除く）定置需要で，まず各部門のエ
 ネルギー需要を推定
② 想定するエネルギーフロー，利用可能な
 技術オプションのパラメータの設定
③ 二 酸 化 炭 素（CO2） 排 出 制 約 等 の 制
 約を満たし世界全体のエネルギーシス
 テムコストが最小になるようなエネル
 ギーの需給構成を探索・決定（ここで
 世界全体のエネルギーシステムコスト
 とは，技術のコスト，各地域で使う資源の
 コストなど全ての総和）
④ 計算結果として，地域別のエネルギー需
 給，CO2 排出量などの量を出力

  1. カナダ

  2. アメリカ

  3. 西欧

  4. 日本

  5. オセアニア

  6. 中国

  7. その他アジア

  8. インド

  9. 中東・北アフリカ

10. サハラ以南アフリカ

11. ブラジル

12. その他ラテンアメリカ

13. 中欧

14. 東欧

15. ロシア



最終エネルギー消費の想定

　2010 年までの統計データを使用して，100 年
後，150 年後のエネルギー消費について推計す
る必要があります。GRAPE では，エネルギー
の消費部門を電力，運輸，定置の３部門に分け，
それぞれ一人当たりの GDP から各部門のサー
ビス需要を推定して，最終エネルギー消費を積
みあげ，2100 年までを推定しています。
　図４はエネルギー需要の推移ですが，左側
が先進国，右側が途上国の推移です。今回の
推定では，先進国ではエネルギー需要がある
程度増えた後に横ばいになります。一方で，
途上国ではどんどん右肩上がりで伸びていく
と想定しています。

　エネルギー効率の着実な向上は想定してい
ますが，社会構造の変化はあまり想定してい
ません。例えば，千人当たりの自動車保有台
数については，途上国が経済発展する際，先
進国の数字を追いかけるように保有台数が増
加すると想定しています。

CO2 排出量と一次エネルギー使用量の推移：

温暖化対策無しの場合

　温暖化対策設定の計算結果の一例として，
新たな温暖化対策をしない場合（今くらいの
温暖化対策をし続けること（BAU：Business 
As Usual））を考えました。計算する際に，
CO2 の排出制約は入れていません。すると，
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図３　主要国の一人当たり GDP と最終エネルギー消費との関係

（出所：EDMC エネルギー・経済統計要覧 2013 のデータを基に作成）

図４　主要国の一人当たり GDP と最終エネルギー消費との関係



2050 年の一次エネルギー消費量は 2000 年の
約 2.3 倍という結果が出ました。
　この結果が，供給にどれくらいのインパク
トを与えるか。図５に例として CO2 排出量の
推移と世界の石炭使用量（累積）の推移を示
しました。世界の石炭の累積使用量は，2100
年では資源量の 30％強になります。資源量は
まだありそうな感じですが，これがどんどん
増えていき，2150 年では 7 割程度を消費して
しまいます。長期的にこれは持続可能ではあ
りません。
　また，化石燃料を多く使うので，2050 年の
エネルギー起源の CO2 排出量は 2000 年の約
2.4 倍になります。
　以上より代表的な長期的課題として，化石
燃料需給のひっ迫，それに伴う地球温暖化へ
の影響の２つが重要であると言えます。

CO2 排出量と一次エネルギー使用量の推移：

温暖化対策を講じた場合

　温暖化対策をしたケースであればどうなる
か。CO2 排出シナリオとしては，2℃シナリ
オや 450ppm シナリオとは少し違う Z650 シ
ナリオを使っています。Z650 も平均気温を
2℃上昇に抑えるシナリオですが，短中期では
450ppm シナリオよりも多くの CO2 排出量を
許容します。そのピークが 2030 年くらいです
が，その分，22 世紀半ば以降は排出量ゼロと
いうシナリオです。
　図 6 に，Z650 シナリオの CO2 排出量を実
現する一次エネルギー消費量の推移を示しま
した。一次エネルギー供給構成としては，化
石燃料，原子力，再生可能エネルギーとなっ
ていて，供給側の脱炭素対策として，原子力，
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図５　世界の CO2 排出量と石炭使用量（累積）の推移

図 6　世界の一次エネルギー消費量の推移



再生可能エネルギー，二酸化炭素回収・貯留
（CCS）が中心になってきます。このケースで
は，最終エネルギー消費の各部門で 1 〜 2 割
程度の省エネを設定しています。
　2030 年頃をピークに，化石燃料の消費量が
だんだん減っていき，原子力，再生可能エネ
ルギー，特に，再生可能エネルギーの伸びが
大きくなっていく結果となっています。

未来のエネルギー供給構成を実現する技術

　図６のような供給構成を実現するには，ど
れくらいのスピードで技術導入をしていかな
ければならないのでしょうか。一言で言いま
すと，これまでに経験したことがないような
速度になります。原子力の場合，世界で 100
万 kW 級の発電所を 36 基程度，毎年継続し
て導入し続ける必要があります。2050 年には
1,800 基程度になりますが，現在 400 基程度で
すので約 4.5 倍の増加となります。この普及
速度は，原子力発電の導入初期である 1980 年
代と同じであり，必ずしも不可能という数字
ではありませんが，実現にはかなりの努力が
必要です。
　太陽光，風力を中心に，大きく伸びるとさ
れる再生可能エネルギーも，太陽光が前年比
10％増，風力が前年比 15％増で，2050 年まで
継続して毎年増設していく必要があります。
太陽光，風力とも国際的な団体がありますが，
その団体が示している高成長シナリオを上回
るような数字です。CCS に関しては，2030 年
以降，ほぼすべての新設火力発電所に設置す
る必要があります。

　従って，１つでも技術導入が遅れると図６

の供給構成の実現は難しくなってきますから，
需要側での更なる努力も含めて総合的な対策
が必要であると考えます。

エネルギー消費構造の革新

　そこで，技術によってエネルギー消費構造
を革新していく必要があると考えています。
図７に示すように，「サービス需要の増大」か
ら最終的には「化石エネルギー消費の増大」，

「CO2 排出量の増大」までの連鎖を各段階で
切っていくことが必要です。そのための技術
開発の推進が必要となります。
　例えば，「サービス需要の増大」と「最終エ
ネルギー消費の増大」の連鎖を切るところで
は，各需要分野の機器効率の向上が挙げられ
ます。また，「最終エネルギー消費の増大」と

「一次エネルギー消費の増大」のところでは，
発電効率の向上や転換ロスの減少などが挙げ
られます。また，「一次エネルギー消費の増大」
と「化石エネルギー消費の増大」のところで
は，非化石エネルギーの増大が挙げられます。
最後に，「化石エネルギー消費の増大」と「CO2

排出量の増大」のところでは，CCS 技術の導
入などが挙げられます。
　このどこかの連鎖を完全に切ることができ
れば，「サービス需要の増大」と個々の関係が
なくなるわけですが，実際のところ，完全に
切るのは難しいと思いますので，それぞれの
ところで最大限の技術開発をすることが必要
だと思います。
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図 7　技術によるエネルギー消費構造の革新



日本のエネルギー消費構造と運輸部門

　具体的にどのような分野で技術開発が必要
か，日本のエネルギー消費構造を例に説明さ
せていただきます。
　図８にはサービス需要と最終エネルギー需
要の関係を示しました。まず，サービス需要
として人間の欲求があります。例えば，移動
したい，輸送したい，熱いまたは寒いのでエ
アコンをつけたい，1 日の終わりにお風呂に
入りたい，お腹が空いたのでレストランに行
きたい，または自ら調理する，販売するため
の製品を作りたいといったことです。
　そして，エネルギーの単位では表せないも
のもある「サービス需要」からエネルギー単
位で表す「最終エネルギー消費」の間には，「変
換効率」というものがあります。「変換効率」
を上げることで，需要を満たすのに必要なエ
ネルギー消費量を減らすことができます。し
かし，この変換効率の実態は需要ごとに極め
て多様で，各分野での対応が必要です。
　2010 年の日本の最終エネルギー消費量は，
多い順に，産業，運輸，家庭，業務となります。
例えば，産業分野では，鉄鋼，化学，紙パル
プ，窯業で半分近くを消費しています。産業
分野のエネルギー消費量は，1970 年代の石油
ショック以降，省エネ法等の施行により，横
ばいで推移してきています。運輸部門の 9 割
近くを自動車で消費しています。
　従いまして，産業分野の次にエネルギー消
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費量が多い運輸部門で輸送エネルギーの消費
を低下させる技術が必要になってくると考え
ています。
　日々の省エネには意識が必要ですが，それ
を継続していくのは大変な努力や忍耐を要し
ます。従って，そんな「意識の省エネ」や「我
慢の省エネ」というところから，ICT 技術を
利用して「お任せの省エネ」を行うような「ス
マート化の技術」の開発が必要と考えます。　

「スマート化の技術」というのは，業務，家庭
だけでなく，エネルギー消費全体に影響を与
え得る技術です。

日本のエネルギー消費構造と転換・貯蔵技術

　もう 1 つの重要分野として，一次エネルギー
から最終エネルギー消費に変換する際のエネ
ルギー転換・貯蔵技術があります。図９の数
字が示すように，一次エネルギー消費は最終
エネルギー消費の約 1.5 倍です。この差が転
換によるロスです。従いまして，エネルギー
転換分野の技術開発によって転換ロスを減少
させることが必要です。
　また，CO2 排出量を低減させるために，再
生可能エネルギーの増加が挙げられています。
再生可能エネルギーのうち，出力が変動する
太陽光，風力に関しては，エネルギー貯蔵の
ニーズが出てくると考えます。そこでエネル
ギー貯蔵分野での技術開発を進めていくこと
が必要と考えています。
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図８　日本のエネルギー消費の内訳



　図７にある，「サービス需要の増大」から
「CO2 排出量の増大」までの連鎖を各段階で切
るための技術を開発していくわけですが，本
日午後の講演で重要な分野としてご紹介させ
ていただくのは，転換・貯蔵技術と輸送技術，
スマート化です。例えば，「化石エネルギー消
費の増大」と「CO2 排出量の増大」の連鎖を
切るところでは，CCSを使うといった技術，「一
次エネルギー消費の増大」と「化石エネルギー
消費の増大」の連鎖を切るところでは，再生
可能エネルギーを含む未利用資源の使用や輸
送用エネルギーの非化石化などが挙げられま
す。「最終エネルギー消費の増大」と「一次エ
ネルギー消費の増大」の連鎖を切るところで
は，効率向上や送配電の技術によって，送電
ロスを減らすことも有効だと考えています。
　最後に，「サービス需要の増大」と「最終エ
ネルギー消費の増大」の連鎖を切るところで
は，輸送技術による燃費の向上，スマート化
によるスマートコミュニティの導入が挙げら
れると思います。

消費構造を革新する技術のメリット

　エネルギー貯蔵・転換部門の技術開発を進
めますと，効率向上によって，エネルギー消
費量が減るほかに，一次エネルギーの低炭素
化も進められます。これには，（バイオマスを
含む）再生可能エネルギーや原子力の導入も
含まれます。また，多様な資源への対応が進
みますと，エネルギー安全保障への貢献もで
きると思います。
　例えば，図 10 のように未利用低品位炭と
再生可能エネルギーを組み合わせた液体燃料
の製造があります。今ではあまり利用されて
いない水分の多い低品位炭で直接液体燃料を
製造する時に，再生可能エネルギーを使えば，
ライフサイクルで見ても CO2 排出量の少ない
液体燃料を製造することができそうです。ま
た，未利用の低品位炭と CCS 技術を組み合わ
せて水素を製造するといった方法もあります。
　輸送部門の技術開発分野では，人やモノの
移動効率を向上させるために，現在様々な次
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図 9　日本のエネルギー消費と転換・貯蔵技術

（出所：EDMC エネルギー・経済統計要覧 2013）

図 10　転換・貯蔵技術 : 未利用低品位炭からの液体燃料製造



世代自動車の開発が進められています。図 11

に示すように，自動車単体での燃費向上のほ
か，技術の高度化による大型トラックの近距
離（４m）隊列走行といった自動車の運用技
術の開発で燃費向上が図れる場合もあります。
　最後に，スマート化に関連する技術開発と
しては，図 12 に示すスマートグリッド，ス
マートコミュニティの構想にかかわる，電力
や熱の融通によってエネルギー効率を向上さ
せる技術，活動量当たりのエネルギー消費量
や CO2 排出量が少ないエネルギーに対する需
要への代替を進める技術などがあります。例

えば，フェイス・トゥ・フェイスで集まって
開く国際会議の需要を，ウェブ会議で済ませ
るという需要に代替させることによって，必
要なエネルギーを減らせる可能性もあります。

まとめ

　エネルギー消費は人間活動に由来していま
す。BAU の CO2 排出シナリオの場合，特に
途上国の成長を仮定しますと，2050 年では
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図 11　運輸部門の技術開発：人やモノの移動の効率向上

図 12　スマート化に関連する技術開発

出所：日本自動車工業会，
　　　新エネルギー・産業技術総合開発機構

（出所：経済産業省）



2000 年比で一次エネルギーの消費量は倍増
し，CO2 排出量も増加します。長期的には，
一次エネルギー供給のひっ迫や，温暖化の影
響が代表的な課題と言えると思います。
　そのためには，「サービス需要の増大」と「一
次エネルギー消費量の増大」，「CO2 排出量の
増大」の関係を断ち切ることが必要です。も
ちろん技術面だけで解決できるものばかりで
はありませんが，技術も大きな貢献ができる
ということで，供給面の技術開発に加え，需
要面での技術開発を強力に推進すべきである
と考えています。具体的には，転換・貯蔵技術，
輸送技術，スマート化の 3 つを紹介させてい
ただきました。
　以上です。ご清聴ありがとうございました。
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はじめに

　第一部におきましては，『いかなる未来に備
えるか』と題して，「過去を振り返る」，「将来
トレンドを考える」，「エネルギーの使われ方」
という３つの講演を聴いていただいたわけで
す。第二部では，「期待されるエネルギー技術
は」という題目で 3 件お話をさせていただき
ます。私からは，「エネルギー転換・貯蔵技術
の将来像」についてお話をさせていただきた
いと思います。

エネルギー転換・貯蔵技術を考える前提

エネルギー転換・貯蔵技術とは

　図１に，エネルギーの転換と貯蔵の位置づ
けを一次エネルギーから最終エネルギーへの
流れの中で示しました。エネルギー転換技術
とは，石油，石炭等の一次エネルギーを，産業，
民生，運輸部門で消費される最終エネルギー

に転換する技術のことで，発電，石油精製等
がその技術を実施する転換部門です。
　図２には，火力発電を例に，一次エネルギー
を二次エネルギーに転換する効率の向上，つ
まり転換技術の向上を示しました。石油，石炭，
液化天然ガス（LNG）火力など火力発電の汽
力最高熱効率，コンバインド最高熱効率の推
移ですが，一貫して熱効率が向上してきてい
ることが分かると思います。
　他方，貯蔵技術とは，変動するエネルギー
需要にあわせてエネルギーを供給するための
技術です。力学的，熱的，化学的，電磁気的
な貯蔵技術があり，社会ニーズ（サービス需要）
に対応して進展してきました。
　今後，転換技術も貯蔵技術も多様な未来に
応じてさらに発展させていくことが必要だと
考えています。

エネルギー需給に影響を与えるマクロ環境

　多様な未来のエネルギー需給を考えるに当
たり，エネルギー需給に影響を与えるマクロ
環境について考えてみたいと思います。図３
のように，マクロ環境として，社会面，経済面，
エネルギー需給面での変化が挙げられます。
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［講演第２部］

期待されるエネルギー技術は（その１）
　〜転換・貯蔵技術の将来像

坂田　　興 プロジェクト試験研究部
水素エネルギーグループ　部長

図 1　エネルギーフローにおける「転換」と「貯蔵」の位置づけ



　社会面では，世界人口の増加，自然災害，
日本に限定すれば，総人口の減少，少子高齢
化，国民意識の変換等があります。経済面では，
東アジアを中心とする世界経済などが我々に
深く関係いたします。エネルギー需給面では，
石油資源の中東依存度の増大，アジア地域で
のエネルギー需要の増大等があります。
　こういったマクロ環境は，安定供給確保，
地球温暖化とかの地球規模の環境問題，窒素
酸化物（NOx）や硫化物（SOx）とか国内に
おける地域的な環境問題に影響を与えます。
　この中で，エネルギーの安定供給確保につ
いて考えるうえでは，国際面のリスクに加え
国内的なリスクも考えなければいけません。
それから，安心・安全への要求の高まり。将
来への不透明性・不確実性を視野に入れる必
要があります。
　環境への適合ですと，地球環境をはじめと
するグローバルな対応が必要です。それから，

持続的な経済成長への寄与ということでは，
技術開発，国際的な視点，基盤的な技術開発
という課題があると考えています。

エネルギーの安定供給に関するリスク

　表１にリスク例を示しました。エネルギー
輸入を考えますと，短期的あるいは偶発的な
リスクとして，戦争・軍事紛争，テロ，革命，
突発的な事故，それから長期あるいは構造的
なリスクとしては，特定の供給源あるいは供
給者への過度の依存，投資不足が挙げられて
います。
　一方，国内でのエネルギー供給システムに
関しては，短期・偶発的リスクとしてエネル
ギー施設での事故，供給システムへの信頼性
の喪失，投資不足などがあります。福島第一
原発事故以来，大きなインパクトをもって迫っ
てくるリスクです。
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図２　火力発電の熱効率向上　

図３　エネルギー需給に影響を与えるマクロ環境　

出所：電力中央研究所「石炭火力発電の
将来像を考える研究会，2006 年 12 月



エネルギー転換・貯蔵の基本的な考え方

　マクロ環境がエネルギー需給に与える影響
は安定供給や環境面で色々出てきます。これ
から迎えようとしている未来というのはこう
いったものの組み合わせで，非常に多様なも
のになると考えます。
　多様な未来に対応できる多様なエネルギー
システムを予め想定しておく，例えば，シス
テム A というものを考えてみます。石油輸入
の途絶とか，二酸化炭素（CO2）問題で非常
に厳しい制約が課されるとか，それぞれの状
態に応じてシステムができるわけです。それ
に対応する転換・貯蔵技術が必要になってく
ると認識しています。
　「未来はこうである！」とひとまとめにした
議論をするより，その多様性に軸足を置いて，
多様な技術をポートフォリオ（一覧表）として
意識し，長期的な展望に立って見直しをしなが
ら技術開発をする必要があると考えています。

多様な未来に対応する
エネルギー転換技術

エネルギーバランスフローに見る「転換」

　「エネルギー転換」という言葉を，もう少し
実用的なレベルで定義してみようと思います。
図４は国際エネルギー機関（IEA）の図を下
にしています。IEA では，石炭や石油から製
品を作る「ケミカルな転換」を「転換」と言っ
ていますが，本講演では，発電も含む広義の「転
換」を「転換」と捉えています。
　図４にある「狭義の転換」としては，石炭
ですと石炭ガス化，石油ですと石油精製，天
然ガスですと液化して運んで来た LNG を再ガ
ス化するというようなことです。一方，発電
のほうは，火力発電，原子力発電，水力発電，
再生可能エネルギーからの発電が技術として
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表１　エネルギー安定供給に関するリスクの例　

短期的・偶発的

戦争・軍事紛争・テロ，
革命，突発的な事故

エネルギー施設での
事故

海外からのエネルギー
輸入

国内でのエネルギー供
給システム

長期的・構造的

特定の供給源（供給者）への
過度の依存，投資不足

供給システムへの信頼性喪失，
投資不足

（出所：経済産業省「省エネルギー白書 2005」）

図４　世界のエネルギーバランスフロー（2010 年）

（出所：IEA，World Energy Outlook 2012）



挙げられると思います。
　マクロ環境が変化し多様な未来が生み出さ
れる中で，重点課題として２つを考えてみま
す。１つは，化石系の一次エネルギーの効率
的な利用をいかに進めていくか。在来型資源
が枯渇するリスク，地政学的リスクに対処し
ていくということです。もう１つは，CO2 排
出量の抑制です。在来型燃料に対しては種々
の CO2 排出抑制策が採られて来ております
が、それを超えるような CO2 の排出抑制をい
かにしていくかが課題になります。この新し
いニーズに対応するには，従来の転換技術を
拡張させるとともに，新しい転換技術の開発
を行うことが重要と考えます。

転換効率の向上に向けた技術開発

　発電分野における転換技術の開発について
は，すでに政府・業界によって積極的な取組
みがなされています。図５ではエネルギー供
給側の技術として，高効率天然ガス火力発電，
高効率石炭火力発電，超電導高効率送電が並
んでいます。
　発電以外の転換技術に関しては，本来，幅
広いポートフォリオを作っておくべきと考え
ていますが，本講演では，ポートフォリオに
載ってもいいと思う３つの技術例を示させて
いただきます。

　１つ目は，未利用の低品位炭（褐炭等）か
ら液体燃料を製造する技術です。この液体燃
料は運輸用で，ガソリン・軽油の代替燃料と
なります。低品位炭が使えるようになります
と，日本が使える化石資源の量が格段に大き
くなります。
　２つ目は，同じように未利用の低品位炭か
ら液体燃料を作る過程で，再生可能エネルギー
を使って作る，サプライチェーン全体として
CO2 排出量を少なくする方法です。
　３つ目は，海外で再生可能エネルギーから
の電力で水素を作り，それを日本に運んでく
るという方法です。

［低品位炭の転換技術］
　低品位炭を原料とした輸送用燃料の製造を
ターゲットにしています。方法としては，図
６に示す，乾留，水素化によって石炭を直接
液化する方法，あるいはガス化して一酸化炭
素（CO）と水素を得た後，フィッシャー・ト
ロプシュ反応で炭化水素の液体燃料にしたり，
合成反応でメタノールを生成したりする方法
があります。この辺りの技術に関しては，当
研究所でも相当深く研究した実績があります。

［化石燃料と再生可能エネルギーのインテグ
レーション］　
　図７は，石炭をガス化して得た CO と水素
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図５　発電分野における転換技術の効率向上への取組み例

（出所：経済産業省「Cool Earth −エネルギー革新技術改革（概要）」，2008 年３月を基に作成）



をメタノール合成塔に送ってメタノールを製
造する技術です。天然ガスも利用可能ならば，
水蒸気改質器で水素を作り，石炭ガス化炉か
ら出てきた CO と反応させてメタノールを製
造する方法があります。
　それをサポートする形で再生可能エネル
ギーを絡ませています。普通，石炭ガス化や
水蒸気改質では，必要な熱源を自ら燃やすこ
とで得ているため，その分だけ熱効率が低下
するのですが，太陽集光システムを使って溶
融炎等で熱を反応熱として使う方法がありま
す。また，太陽熱や風力・水力といった再生
可能エネルギーで発電した電力で，水を電気
分解する。その際に得られた酸素を石炭ガス
化炉の部分酸化反応に用いる。あるいは，生
成された水素を石炭ガス化炉の生成ガスに追

加して，メタノール合成の原料にするという
方法もあります。これを理想的な状態で動か
すと，CO2 排出ゼロで石炭と天然ガスからメ
タノールを製造することができます。

［海外再生可能エネルギー由来電力の日本への
輸送］
　図 8に輸送法を示します。まず，再生可能
エネルギーで得られた電力を海底ケーブル（直
流で常伝導の直流高圧ケーブル）で日本に送
電する方法があります。また，得られた電力
を使い，現地で水の電気分解をして水素を製
造し，その水素を液体水素にするか，有機ハ
イドライド法でメチルシクロヘキサンにする
かして日本に持って来る。そして，国内の火
力発電所で燃料にして電力を得るという方法
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図６　低品位炭の転換技術

図７　化石燃料と再生可能エネルギーのインテグレーション（ソーラーフューエルの概念）



があります。
　それぞれの方法の特性について検討した結
果を図９に示します。一番左側が海底ケーブ
ルによる直流高圧送電です。これは距離への
依存性が高い方法です。これに対して，水素
や化学媒体（有機ハイドライト）のほうは距
離依存性が低いということが分かりました。
図９で見ますと，日本から約 4,000km のとこ
ろで，海底ケーブルによる送電と化学媒体に
よるコストが同等になるようです。従って，
近いところであれば海底ケーブルによる送電，
遠ければ水素に変換して運んでくるのがいい
だろう，ということです。

水素エネルギーの需要見通しの検討

　海外から水素を日本に運んできた場合，ど
のくらいの需要を獲得できるか検討しました。
検討の際の仮定は以下のとおりです。
　需要見通しの計算に用いたのは，当研究所
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が開発した統合評価モデル「GRAPE」のエネ
ルギーモジュールです。その際，CO2 制約も
採用しています。
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図 8　海外再生可能エネルギー由来電力の日本への輸送法

図 9　海外再生可能エネルギー由来電力輸送の距離依存性

１. 下記の燃料により世界各地域での一次エネルギー
   供給を賄い，二次エネルギーに転換した後，３種類
   のエネルギー最終需要を満たすように想定。

（1）一次エネルギー：天然ガス，原油，石炭，バイ
　　オマス，水力・地熱，風力，太陽光，ウラン等

（2）需要：電力，運輸，およびその他需要（定置用
　　非電力需要）

２. 水素は世界４地域のみで生産。地域間の輸送を経
　て，電力，運輸，定置用に供給

３. 世界を対象として，エネルギー需要を満たすため
　のエネルギー供給および転換構成を考慮し，世界の
　エネルギーシステムコストを最小化する最適構成を
　求める。

４. 世界の中長期目標を想定したCO2制約を採用。
2020 年：コペンハーゲン合意後に各国が提出した
地域別排出制約
2050 年：先進地域（カナダ，米国，西欧，日本，
オセアニア）は 1990 年比 80％削減，世界全体で
50％削減

　図 10がモデルの概要です。左端が一次エ
ネルギーで，右端が二次エネルギー，需要側
です。途中が転換部門です。



　図11は水素供給のイメージですが，例えば，
豪州の褐炭や南米の風力発電で液体水素を製
造して，それをタンカーで日本に持ってきて
使うというイメージです。
　計算の前提として，発電部門では原子力発
電の新増設がなく，既設炉は寿命 40 年。炭酸
ガスの回収隔離（CCS）は日本国内でも利用
可能と仮定しました。ただし無制限に利用で
きるのではなく，約 2 億トン / 年くらいの上
限を設定しています。燃料電池車（FCV）は，
技術進展と車両価格の低減を仮定しました。
　このように仮定して計算した結果ですが，

図 12は発電電力量の内訳です。世界では
2050 年にかけて軽水炉が伸びていきます。こ
れは CO2 制約を満たすために，CO2 フリーの
ゼロエミッション電源として原子力を増やす
からです。世界では，原子力に対する制約が
日本とは違うということです。
　日本では二酸化炭素回収・貯留（CCS）が
使えると仮定すると，水力，バイオマスといっ
た再生可能エネルギーも相当導入されてくる
一方で，天然ガス火力が 2025 年を過ぎたあ
たりから CCS 付きに変わっていきます。2045
年以降に水素の大規模発電が導入されてくる
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図 10　水素需要評価モデルの概要

図 11　水素供給のイメージ



ことになるとの結果を得ました。
　次に，運輸部門です。図 13に計算結果を
示しました。世界では，FCV，電気自動車（EV），
プラグインハイブリッド車（PHEV）が導入
されます。2050 年に FCV は 5.5 億台，EV は
7.8 億台くらいになります。水素はエネルギー

として約 24% を占めるという結果です。日本
では，FCV，EV が入ります。2040 年以降は，
発電部門の CO2 ゼロエミッション化が進展し
て CO2 制約を満たせるようになるので，ガソ
リン車やディーゼル車といった内燃機関エン
ジン（ICE）が急速に減っていきます。
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図 12　水素需要見通しの計算結果（発電部門：発電電力量内訳）

図 13　水素需要見通しの計算結果（運輸部門：乗用車保有台数）

図 14　水素需要見通しの計算結果（水素需要量）



　水素需要量は図14のようになります。世界
では運輸が中心で，日本では発電やコジェネあ
たりが水素燃料に対する需要の中心になるよう
です。この違いは，世界と日本の事情の違い
によります。世界に関しては，原子力発電や
CCS が自由に使えるので，水素に頼る必要が
あまりありません。一方，日本には原子力発電
や CCS に上限がありますので，水素燃料を使っ
た発電でゼロエミッションを実現しようという
選択がなされると考えられるからです。

将来の夢：パタゴニア風力エネルギーの輸送

　将来の夢として，アルゼンチン・パタゴニ
ア地方の風力エネルギーを日本に運んでくる
ケースを計算してみました。
　南極の周りには一年中いい風が吹いていま
すが，そこにオーストラリア南端のタスマニ
ア島，アルゼンチンのパタゴニア地方がかかっ
ています。パタゴニア地方では，一年中，夜
昼を問わず同じ方向から同じような強い風が
吹いていますから，設備利用率も相当高めに
設定できます。パタゴニア風力発電の潜在規
模は，日本の電力需要の 10 倍以上（約 9 兆 7,000
億 kWh）と計算されています。日本の電力需
要は平成 18 年度で約 8,900 億 kWh です。
　パタゴニア風力発電を使って製造した水素
を現地で液化して，日本まで運んできた時の

水素コストと日本国内の製油所で脱硫装置用
に作っている水素コストを比較してみました。
図 15で分かるように，製油所で作る水素と
いうのは，原料の原油価格に依存しているの
で高い傾きで上がってきています。上の紫色
は CCS コストを上乗せした出荷時の水素コス
トです。それに対して，パタゴニアで製造し
た水素は日本に到着した時，距離依存性があ
りませんので，線が真横となります。
　有機ハイドライトは，タンカーで日本に運
んでくるところで燃料を使いますので，その
分だけ原油価格の影響を受けます。原油価格
が 140 ドル／バレルくらいになると，製油所
で製造する水素よりも安価に日本に入ってく
る可能性があります。

将来の夢：宇宙太陽発電

　将来の夢の２つ目は宇宙太陽発電です。
1968 年にアメリカのエネルギー省（DOE）と
米航空宇宙局（NASA）で詳細に概念設計を
しています。5km × 20km の太陽電池パネル
を宇宙空間の静止軌道に打ち上げて，発電し
た電力をマイクロ波で地上に送るという仕組
みです。マイクロ波だけでなく，レーザーに
よるエネルギー伝達の研究もされています。
遠隔地への有線送電に代わる技術としても注
目されています。
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図 15　水素コストの比較 図 16　宇宙太陽発電の概念図



多様な未来に対応する
エネルギー貯蔵技術

エネルギー貯蔵の形態

　非常に簡単に貯蔵できるエネルギー形態が
あります。石油，天然ガス，熱がそうです。一方，
そのままの状態では貯蔵できないエネルギー
があります。例えば，太陽光，風力発電によ
る電力です。こういったものについては，貯
蔵可能なほかのものに変換するということで
す。
　貯蔵する形態としては，力学的エネルギー，
熱，化学，電磁的というものがあります。因
みに，化石燃料も太古の太陽エネルギーが固
定化され貯蔵されたものですし，食糧も物質
に蓄積された化学エネルギーです。

多様なエネルギーの貯蔵技術

　エネルギーの貯蔵技術を図 17に示しまし
た。石油は数カ月分備蓄しているくらい大規
模にやっているわけですが，非常にエネルギー
密度が高く低コストでできます。LNG もそう
です。それに対して，電気のほうは貯蔵が難

しいため，沢山の技術開発がなされています。
　電力貯蔵だけを見ますと，揚水発電，電池，
超伝導，フライホイール，圧縮空気貯蔵と
いったものがあります。再生可能エネルギー
を大量に導入する場合には，これらの技術だ
けでは対応できないかも知れません。そこで，
化学エネルギーも電力の貯蔵技術の候補とし
て考えられないか，ということです。再生可
能エネルギーによる発電では，出力が変動し
ますので，そのまま電力会社の系統に流すと
色々な問題を起こします。ということで，バッ
ファー的に電力貯蔵システムを入れていこう
としています。蓄電池などを使った電力貯蔵
システムのところで電力の出し入れをします。
化学エネルギーで貯蔵するというのは，例え
ば，電力を使って水電解で水素を作り，水素
の格好で貯蔵しておく。そして必要な時に燃
料電池での発電に水素を使用する形で電力に
戻すということです。こういう研究が新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）で
始められています。

水素電力貯蔵の可能性

　今まで電力の貯蔵技術として紹介されてい
なかった水素電力貯蔵が１つの可能性になる
かも知れないということで，技術開発や基盤
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図 17　発電分野における転換技術の効率向上への取組み例

（出所：内山洋司『エネルギー工学と社会』放送大学教育振興会，2006 年）



的な研究が進んでいます。図 18に電力貯蔵
技術の入出力容量と蓄電時間を示しました。
リチウムイオン電池や瞬停補償（SMES），
NaS 電池，揚水発電，それぞれに特徴があり
ますが，化学エネルギーとして貯蔵するとい
う水素電力貯蔵は，大規模・長時間というと
ころで特徴を出せるかも知れないと考えてい
ます。

まとめ

　エネルギー転換技術あるいは貯蔵技術とい
うのは，CO2 排出抑制という制約の下で，化
石エネルギーを有効に使っていくために，ま
すます重要になってきていると考えています。
　しかも多様な未来が予想される今，既存技
術の延長上の改良だけでなく，まったく新し
い原理に基づくような新技術の開発が必要と
考えます。ただ，こういったものに関しては，
どれか１つが良いということではなくて，技
術ポートフォリオを作成して，未来の多様性
に合わせて長期的観点から技術開発を期する
ことが良いのではないかと考えています。
　以上で私の講演を終わります。どうもあり
がとうございました。

図 18　電力貯蔵技術の新展開

（出所：NEDO，「再生可能エネルギーの水素電力貯蔵・放電システムに関する検討」2013 年）
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はじめに

　私からは，輸送部門の技術とシステムにつ
いて現状と将来に向けての課題や期待を報告
させていただきます。

輸送部門でのエネルギー消費の現状

　最初に現状を確認したいと思います。図１

は，2011 年における日本の輸送用エネルギー
消費の内訳です。旅客輸送が約 63％，貨物輸
送が約 37％となっています。
　輸送手段には，自動車，鉄道，船，飛行機
の４つがあり，全体の 90％を自動車が占めて
います。図２に示すように，輸送需要当たり
のエネルギー消費で見ると，貨物では自家用
貨物車，営業貨物車といった自動車関係が比
較的エネルギーを多く使います。旅客では，
飛行機と乗用車のエネルギー消費率が大きく
なっています。

石油消費削減と CO2 排出削減に向けて

　輸送部門全体としての課題である「石油消
費削減」と「二酸化炭素（CO2）排出削減」
に向けた対策を図３のように「輸送需要」⇒「エ
ネルギー需要」⇒「エネルギー消費に伴う排出」
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［講演第２部］

期待されるエネルギー技術は（その２）
　〜輸送技術および輸送システム

蓮池　宏 プロジェクト試験研究部
新エネルギーグループ　部長

第 36 巻 第４号（2014）

図 1　日本の輸送手段別のエネルギー消費比率

図２　日本の貨物輸送，旅客輸送のエネルギー消費率

（出所：総合エネルギー統計，交通関連統計資料集）

（出所：総合エネルギー統計，交通関連統計資料集）



の各段階で分類してみました。
　まず，輸送需要そのものを減らすことが考
えられます。移動する人や物を減らすとか，
移動距離を短くするとかです。
　「輸送需要」⇒「エネルギー需要」の部分では，
輸送効率の向上が考えられます。具体的には，
なるべく効率の良い輸送手段を使うモーダル
シフト，損失低減による単体効率の改善があ
ります。自動車では，電気自動車（EV）や燃
料電池車（FCV）への転換もこれに含まれま
す。そして運用の改善ということもあります。
　「エネルギー需要」⇒「エネルギー消費に伴
う排出」のところでは，エネルギーの中でも
石油の比率を下げる，あるいは低炭素エネル
ギーを使うといったことがあります。
　今日の報告では，「輸送手段の選択」と，自
動車の中の「パワートレインの選択」を中心

に説明したいと思います。
　「エネルギー需要」⇒「エネルギー消費に伴
う排出」のところでは，同じエネルギーの中
でも石油消費の比率を下げる，あるいは低炭
素エネルギーを使うといったことがあります。
　今日の報告では，図３の「輸送手段の選択」，
自動車の中の「パワートレインの選択」という
あたりを中心に以下ご説明したいと思います。

旅客輸送

日本の特徴

　図４は経済協力開発機構（OECD）諸国の
旅客輸送に占める各輸送手段の比率です。日
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アプローチ 対策例

輸送需要を減らす

移動する人・物の削減

移動距離の短縮

テレビ会議
貿易縮小

地産地消
職住接近
コンパクトシティ
モーダルシフト
（鉄道・バス・二輪車へ）

軽量化，低燃費タイヤ
高効率エンジン
アイドリングストップ

ハイブリッド車
電気自動車
燃料電池自動車

相乗り奨励
最大積載量の緩和

渋滞対策

モーダルシフト
（鉄道・バス・二輪車へ）

バイオマス，天然ガス
電気自動車
燃料電池自動車

輸送手段の選択

輸送手段の選択

パワートレインの選択

損失低減
単体効率の
改善

運用の改善
乗車率・積載率の向上

交通量の改善

使用エネルギー種の選択
パワートレインの選択

輸送効率を上げる

石油の比率を下げる
低炭素エネルギーを
使う

石油消費削減

輸送需要

エネルギー需要

CO2排出削減

図３　輸送部門の課題とその改善策

図４　旅客輸送の輸送手段別シェア（OECD 諸国）

出所：IEA，Enery Use in the
 New Millennium
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図 5　日本の輸送手段別シェアの推移

図６　都市別の自動車シェアの変化

（出所：「平成 22 年全国都市交通特性調査」集計結果）

本は鉄道のシェアが特異的に大きく，相対的
に効率の良い輸送システムを構築していると
言えます。それでもまだ改善の余地はあると
思います。
　図５は日本で輸送手段の構成がどう変化し
てきているかを示しています。飛行機が少し
増えていますが，最近 20 年くらい比率はほと
んど変わっていません。
　ただ，これは日本全体を合計した数値であ
り，中身を少し詳しく見ていくと，いくつか
の傾向が見られます。図６は平成 11 年からの
10 年間における都市別の自動車シェアの推移
です。大都市では自動車のシェアが減り，人

口密度の低い地方都市では，逆に自動車のシェ
アが上がっています。大都市では「若者の自
動車離れ」が言われますが，地方都市では「自
動車も生活必需品」ということで，より一層
自動車に依存する生活に向かっていると言え
ます。この傾向が今後も続くと，地方と大都
市に二極化するかも知れません。

高齢化に対応する自動車

　高齢化が人の移動にどのような影響を与え
るでしょうか。図７の全国データを見ると，
男女ともに 55 歳以上の高齢層の自動車による

出所：国土交通省，交通関連
統計資料集



外出が増えています。若い時に運転免許を取っ
た人がそのまま保有していますので，高齢者
の免許保有率が上がっており，今後は高齢者
だからといって家に閉じこもるわけではなく
積極的に外出する，しかも結構な比率で自動
車を使うことが予想されます。
　こうなると，今後の開発テーマとして，「高
齢者に適した自動車」というのがあり得ると思
います。その１つが超小型車です。国土交通省
では「超小型車」というカテゴリーを設けて普
及させていったらどうかということが，今真剣
に検討されています。１人乗りあるいは２人乗
りで長距離は走らない，あるいは高速道路は走
らないと割り切って考えると，EV との相性が
良くなります。各自動車メーカーは，EV をベー
スにした超小型車を試作して発表しています。
広く普及すれば，乗用車の一部を効率の良い超
小型車で担えることになります。

鉄道へのモーダルシフト

　効率のいい鉄道をもっと使ったらどうか，「鉄
道へのモーダルシフト」ということは，長年叫
ばれています。図８は移動距離によって，どう
いう手段が使われているかを示しています。短
距離は自動車，長距離は飛行機の比率が大きく
鉄道はその間に挟まれています。
　鉄道を増やす場合，自動車と飛行機のどち
らを攻めていくか。両方攻められれば良いの
ですが，技術開発ということでは，鉄道の高
速化を追求していって飛行機を攻めるという
ことが考えられると思います。
　300km 以上 1,000km 未満のところで，リニ
ア新幹線に限らず従来の新幹線もまだ高速化
の余地があると思います。そういうものの利
便性を高めていくことで，飛行機の一部を鉄
道が代替していく可能性があると思います。
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図７　１人・１日当たりの外出回数の変化（年齢層別）

図８　距離別の輸送分担率（全国）

（出所：「平成 22 年全国都市交通特性調査」集計結果）

（出所：貨物・旅客地域流動調査，全国幹線旅客純流動調査）



　図９は，東京都と長野県に限った輸送手段
の比率ですが、長野オリンピック（平成 10 年）
の時に長野新幹線が開通し，それを境に鉄道で
の移動が増えています。新幹線は，適切な路線
を設定して建設されると，エネルギー的には非
常に効率的な輸送が実現すると考えられます。

貨物輸送

日本の特徴と動向

　図 10 は OECD 諸国の貨物輸送に占める各
輸送手段の比率です。日本は外国と比べて鉄
道の比率が小さいと言えます。1990 年と 2004
年とを比べると，他の国が 2004 年に伸びてい
るのに対し，日本はほぼ横ばいです。
　日本の貨物輸送の内訳を見ると，図 11 のよ
うに輸送する物の総重量が 2000 年辺りから顕
著に減ってきています。一番考えられる要因は，
産業が「重厚長大」型から「軽薄短小」型に変
わってきていることではないかと思います。
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図 9　距離別の輸送分担率（東京〜長野）

出所：貨物・旅客地域流動調査，
全国幹線旅客純流動調査

図 10　貨物輸送の輸送手段別シェア（OECD 諸国）

（出所：IEA，Enery Use in the New Millennium）

図 11　貨物重量の減少 図 12　輸送距離の伸長　
（出所：国土交通省資料） （出所：国土交通省資料）



　一方，輸送距離は図 12 に見るように年々
伸びて，より遠方の物資を利用していると言
えます。地産地消が推奨されていますが，過
去 20 年くらいの実態はそれに逆行しているこ
とになります。東京にいながらにして北海道
の美味しいものが食べられるとか，良い面も
あるのですが，長距離を運べばそれだけエネ
ルギーを使うことになります。
　輸送量（重量×距離）は，図 13 で見るように，
2000年頃をピークに徐々に減っています。ただ，
この内訳の中で，営業用自動車の輸送量はずっ
と伸びています。つまり，貨物輸送の世界でも
自動車の比率が増えているということです。

トラック輸送優位の背景

　自動車がなぜ強いか。その背景には，まず，
少量多頻度輸送の増加があります。「ジャスト
インタイム」のように，小分けにして配送し
て在庫を減らすことで経営効率アップを図る
手法が取り入れられてきたことも影響してい
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ます。われわれが便利に使っている宅配便の
個数も，今なお伸び続けています。
　一方で，図 14 に示すように高速道路網が
整備されてきています。2002 年時点で高速
道路の総延長は 7,000km ですが，倍の１万
4,000km まで伸ばす計画があり，自動車での
高速道路輸送はさらに便利になるでしょう。

貨物輸送におけるモーダルシフト

　貨物輸送の分野でもトラックから鉄道や船
へ「モーダルシフト」していくべきだという
考えや取組みがあります。
　政策や制度面での取組みとして，「エネル
ギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）
があります。省エネ法では，一定規模以上の
業者や荷主に対し，輸送にかかわるエネルギー
消費の実績と今後の計画を提出する義務が定
められています。支援策としては，モーダル
シフトを推進する事業への補助制度がありま
す。ラベリング制度では，鉄道を使った輸送
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図 14　整備が進む高速道路
（出所：高速道路資産の長期保全及び更新のあり方）

図 13　輸送量（重量×距離）の変化
（出所：国土交通省資料）



に「エコレールマーク制度」，船を使った輸送
に「エコシップマーク制度」があります。こ
ういうマークをつけて，エコに協力している
ことを宣伝することができます。

自動車輸送との連結システムの構築

　鉄道や船はルートが限定されますので，末
端は自動車輸送に頼らざるを得ません。うま
く連結するシステムを全体として作っていく
必要があります。
　連携したシステムを作る上でのポイントは
コンテナによる輸送です。今日本で主に使わ
れているコンテナは，12ft，31ft，40ft の３種
類です。それぞれ起原が異なり，12ft は JR 貨
物の規格，31ft は 10t トラックと同じ寸法と
いうことで自動車の都合，40ft は国際海上輸
送で一番標準的に使われているコンテナが起
源です。これらをうまく組み合わせ，それぞ
れ連携できる対策が進められています。
　それから，長距離輸送の基幹部分において
鉄道輸送を強化する構想があります。図 15

のように，ＪＲ貨物が新東名高速道路の中央
分離帯を使った「東海道物流新幹線」という
構想を打ち出しています。実現すれば，基幹
部分は鉄道が担い，末端部分を自動車が担う
というシステムの構築に大きく寄与すること
になるでしょう。

自動車

　ここまで自動車への依存を減らすことに注
目してきました。しかし，現実問題として自
動車が輸送部門のエネルギー消費の 90％を占
めているわけですから，自動車自体をどうし
ていくかが重要な課題であることは言うまで
もありません。

エンジン車の燃費改善

　まず最も確実な効果が見込める対策が既存
エンジン車の燃費改善です。図 16 は主要国
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（出所：JR 貨物）

図 15　東海道物流新幹線構想　

図 16　主要国における乗用車の燃費規制

出所：日経 Automotive 
Technology



における乗用車の燃費規制値です。それぞれ
の国や地域が足並みをそろえる形で，どんど
ん規制が厳しくなってきています。
　図 17 は日本の乗用車の燃費の推移を示し
たものです。新車の燃費（販売モード燃費）
の向上に対して，存在している車全体の平均
燃費（保有モード燃費）は遅れて向上してき
ます。実走行燃費はモード燃費より低く，そ
の差が拡大しつつあります。
　これについての分析例が図 18 です。縦軸は
カタログの燃費と実走行燃費の比率で，下に行
くほど実走行での燃費が悪くなることを意味し
ます。近似線を引いてみると，カタログ燃費が
良い車ほど，モード燃費達成率が低くなる，つ
まり実走行燃費とカタログ燃費との差が開くと
いう傾向が出ています。今後，販売する車のカ
タログ燃費が良くなっていくと，モード燃費到
達率が更に下がっていくことが心配されます。

　この原因として，カタログモード燃費はあ
るパターンでの走行ですが，実際には燃費の
悪い走り方をしているということが考えられ
ます。図 19 で示すように，走行速度の平均
が低いほど燃費は悪くなります。渋滞解消が
できれば，平均走行速度が上がって実走行燃
費が良くなるのではないかと考えられます。
　もう１つ考えられる原因は，走行エネルギー
が減る一方で，エアコンに使うエネルギーが目
立つようになってきていることです。家庭用エ
アコンに比べ，カーエアコンの効率向上は進ん
でいません。カーエアコンのエネルギー消費削
減について自動車会社の人と議論したところ，
遮光や断熱を徹底することで車内への入熱を減
せば，エアコンの冷凍サイクルの高効率化と併
せてエネルギー消費を６割くらい減らせる可能
性があるという結論になりました。こうした技
術開発も今後重要性を増してくると思われます。
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図 17　平均燃費の推移
（出所：日本自動車工業会）

図 18　モード燃費到達率

（出所：大宅他「第 28 回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス論文集」）



自動運転技術の活用

　最近，自動運転が話題になっています。自
動運転の主な目的は安全性を高めることにあ
りますが，エネルギー消費を減らすために，
車間距離を縮めて隊列走行することが考えら
れます。短い車間距離でも衝突しないよう自
動運転の技術が使われるわけです。車間距離
を縮めると後続車の空気抵抗が減り，隊列を
組む車両全体で省エネになることが分かって
います。図 20 は今年２月に行われた公開実
験の写真です。時速 80km，車間距離 4m で 4
台隊列走行すると，平均で 15％くらい燃料消
費の削減になります。高速道路などでこういっ
た技術が実現すれば，省エネに寄与すると期
待されます。

長期的な運輸エネルギーの選択

　これまでの自動車は，ガソリンとガソリン
エンジン，軽油とディーゼエンジンという技
術の組み合わせが太宗を占めてきました。こ
こに来て，これらとは違う技術を組み合わ
せた自動車の実用化が始まっています。EV，
FCV，ハイブリッド車（HEV），プラグイン
ハイブリッド車（PHEV），バイオ燃料車，天
然ガス車などを総称して「次世代自動車」と
呼んでいます。将来は，こうした次世代自動
車の普及が期待されます。
　沢山の選択肢がある次世代自動車のうちど
れを優先的に開発したらいいか，という議論
があります。それを評価する視点としてよく
持ち出されるのが，井戸元でエネルギーを掘
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図 19　モード燃費到達率と走行速度の関係

（出所：日本自動車工業会）

図 20　自動運転技術の活用：隊列走行による燃料消費削減

（出所：新エネルギー・産業技術総合開発機構）



り出すところから自動車を駆動するところま
で（Well to Wheel）の CO2 排出量です。
　 図 21 は，Well to Wheel で の CO2 排 出
量を比較したものです。ガソリン車に比べ，
HEV，ディーゼル車，天然ガス車は少し少な
く，EV，FCV はかなり少ないです。2006 年
と 2011 年を比べると，ガソリン車と HEV が
大幅に改善しています。それに対し，EV は
電源構成の比率の関係で少し排出量が増えて
います。EV の点線で囲まれた部分は，震災
後の原子力発電所が止まった影響で火力発電
が増えた分です。FCV もあまり改善の程度は
大きくなく，EV，FCV と HEV との差がかな
り縮まっているという見方ができます。ただ，
石油消費の観点で見れば，EV，FCV は一次
エネルギー源として石油をほとんど使わなく
なりますので，もっと優位性が出て来るとい
う評価もできると思います。

　長期的に見て，石油消費と CO2 排出を大幅
に削減できるエネルギーとしては，電気，水
素，バイオ起源燃料の３つのオプションがあ
ります。これらの普及にとってどんなことが
ネックになっているか表１にまとめてみまし
た。電気，水素，バイオ燃料のうち１つでも，
課題が全部解消されて広く普及するようにな
れば素晴らしいと思います。現時点では，こ
れら課題の解決はなかなか難しく，楽観的な
見通しは立てられません。今後もそれぞれ並
行して，開発を継続していく必要があると思
います。

次世代自動車の普及予測

　今後どのくらい次世代自動車が普及してい
くかを私どもが開発したモデルで分析した例
が図 22 です。消費者が複数の選択肢から商
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図 21　次世代自動車の Well to Wheel での CO2 分析例

出所：日本自動車研究所，JHFC 総合効率検討結果報告書（2006），
総合効率と GHG 排出の分析報告書（2011）

表１　電気，水素，バイオ起源燃料の課題



品を選ぶ行動をモデル化し，新しい自動車の
コンポーネントのコストが学習効果などに
よって下がってくることも組み合わせて，現
状を延長していくことで普及予測を行いまし
た。CO2 排出制約は入れていません。
　各種自動車の新規登録台数は，まず HEV
が増えていって，2020 年過ぎには従来車（CV）
の台数を追い越します。それに遅れて PHEV
が増えて来ます。2040 〜 2050 年頃になると，
CV，HEV，PHEV が３分の１ずつを占め，
残りを EV と FCV が分けることになります。
　CO2 排出量は，2050 年には，2010 年時点
の２分の１弱まで減少するという計算になっ
ています。ただ，先進国での CO2 排出目標は
2050 年に８割減とされていますので，この予
想ではそこまで届かないことになります。

まとめ

　図 23 は，輸送分野でどのような技術が将
来重要になっていくかをロードマップ形式に
まとめたものです。８年前の 2005 年に当研究

所で作成したものですが，大部分は現在でも
十分有効だと思います。
　ただこの７，８年で変わったところもありま
す。例えば，EV や FCV の本格導入が前倒し
になっています。また，図中には HEV しか
書いてありませんが，今なら PHEV を追加し
なければなりません。それから圧縮天然ガス

（CNG）や液化石油ガス（LPG）の記載もあり
ませんが，「シェール革命」によって CNG も
LPG も安く供給される可能性があるので，これ
らの位置付けも考える必要があると思います。
　自動車用エネルギーは今までガソリンと軽
油が殆どを占めていたわけですが，今後は，
電気，水素，バイオ燃料等，「多様化の時代」
に入ると思います。どれか１つ，オールマイ
ティーの技術が出てくれば，その技術による
寡占状態になるかも知れませんが，それが見
通せない現状では，「多様化の時代」がかなり
長く続くのではないかと思います。そうする
と，色々なエネルギーを適材適所でうまく使っ
ていく工夫が必要になってくるでしょう。
　最後に，グローバルな視点から見た日本の
CO2 削減目標をどう位置づけたら良いかを考
えてみます。図 24 を見ると，日本の輸送エ
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図 22　次世代自動車（小型・普通乗用車）の普及予測



ネルギー需要は 2010 年頃をピークとして減少
傾向にあり，世界全体の中では，比率がどん
どん下がっていくことが分かります。ですか
ら，日本国内での CO2 削減が世界全体に与え
るインパクトは限定的にならざるを得ません。
しかし，１つの考え方として，世界が直面す
るであろう課題を日本が世界に先駆けて解決
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していく姿を示す，という言い方ができると
思います。
　今回はエネルギーの視点で，色々な議論を
紹介したしたわけですが，これとは別に，産
業の視点もあります。輸送機器産業は，日本
にとって非常に重要な産業です。効率的な輸
送システムを開発すると，そのシステムをグ

図 23 　輸送分野の超長期技術ロードマップ

図 24　主要国の輸送エネルギー需要

（出所：国際エネルギー機関，World Energy Outlook 2012）



ローバル市場に展開できることにもなります。
一方で，日本とニーズが異なる国に対しては，
別途商品開発が必要になるのかも知れません。
こういう点でも，多様化，適材適所といった
視点が必要になると思います。
　私からの発表は以上です。ご静聴ありがと
うございました。
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はじめに

　私のパートは「エネルギーをスマートに使
う」です。６年くらい前，大学での講義で学
生から「スマートって女性に使われている細
いというスマートですか？」という質問があっ
たことを覚えております。ここで言う「スマー
ト」というのは，「賢く」という意味合いで，
エネルギーをいかに賢く使っていくのかとい
うことであり、この内容について少し広くお
話していきたいと思っています。
　冒頭，渡邊審議官のご挨拶の中でもありま
したように，エネルギーを上手に使っていく
場合に，供給側と需要側での内容があります。
それぞれがどのように取り扱うか等「賢く」
使うための切り口は色々あります。
　ここでは皆さんに，これらのイメージをど
のように掴んで頂くかを分野毎に紹介させて
頂きます。例えば，将来のスマート社会像を
描いたとしても，それは確定ではなく流動性
を持った内容であるということを，まずは理
解しておかなければなりません。ただ，どの
ようにアプローチをすれば良いのかと考えた
時に，まずは将来像をイメージした上で，そ
こに向かって現状とのギャップをいかにアプ
ローチしていくかを考えるのが考えやすいと
思います。そこにはどんな分野があり，どの
ような技術をこれから技術開発していく必要
があるのかということに繋がってくると思い
ます。そこに企業なり，エネルギー供給者なり，

需要側なりで主要となりうる内容が見えてく
るのではないかなと思っております。
　今回は１つのケーススタディとしてのス
マートな社会の将来像を示し，その後グリッ
ドとコミュニティの各分野について紹介させ
て頂きます。

将来のスマート社会像とは？

「人間らしさ」を生かした

スマートコミュニティを作るために

　本日午前中の話では，過去のエネルギー需
給や，2030 年，2050 年に向かってどうあるべ
きか，またそこに向かうためのギャップは何
処にあるのかというイメージをお話しさせて
頂いたと思います。
　最初に将来像をどう描いていくかと考える
時，資源エネルギー庁の 2030 年の社会像や，
2013 年９月に内閣府から公表された「環境エ
ネルギー技術革新計画」から未来像を推測と
いう考えがあります。一例として，省エネ関
係では「暑い」「寒い」という今までの「我慢
の省エネ」から，それを「見える化」するこ
とにより，人間の感覚を変えていこうという
方向があり，さらにその先には「お任せの省
エネ」へという流れになると思います。
　このような流れになることを視野に入れな
がら，総合エネルギー効率をアップしていく
という考えがベースになると思います。
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［講演第２部］

期待されるエネルギー技術は（その３）
　〜エネルギーをスマートに使う！

徳田　憲昭 プロジェクト試験研究部
電力システムグループ　部長



　ただ，社会状態の変化はあっても，最終的
には色々なものが自動化された社会に移行す
るであろうと思われます。また今後，人口の
減少や高齢化の問題が出て来た時に，介護社
会というのをどのように考えていくか，人が
人を介護していくことや人の温かみというの
を含めて重要なことですが，ある程度までは
ロボット等の力を借りながら共存していく社
会になるのではと思っています。このような
視点を持ちながら，人間らしさを生かしたス
マートな社会をどのように構築すればいいの
かを考えていきたいと思います。

スマートコミュニティのイメージ

　図１は経済産業省から出されている 2030
年のイメージ図です。この図の中には供給電
源・輸送の多様化，転換も含めた熱の有効利
用，それらをトータルでいかに効率よくマネ
ジメントしていくかという内容が記載されて
います。また，それらの制御方法として，例
えばビルエネルギーマネジメントシステム

（BEMS）や地域全体のエネルギーマネジメン
ト方法としてコミュニティエネルギーマネジ

メントシステム（CEMS）という内容も含ま
れています。
　この図は 2030 年のイメージですが，2050
年もその先も思想的には大きく変わっていか
ないだろうと思われます。ただ，１つ１つの
カテゴリーの考え方は変わっていくだろうと
考えています。

グリッドのイメージ

　図２はスマートグリッドのイメージです。こ
れは電力供給源側の内容であり，発電源の種類
等を含めた供給源側が更に多様化すると考えら
れます。中でも，再生可能エネルギーの大量導
入の話題は注目を浴びていますが，自然エネル
ギーをベースとした再生可能エネルギーは非安
定電源であるということへの対応策も考えてお
かなければなりません。１つの対応策として蓄
電，つまりエネルギー貯蔵という方法がありま
す。図２にはバッテリーシステムという方法が
記載されており，電気を電気のまま蓄えるとい
う考えで描かれています。もちろん電気を水素
に変えての貯蔵や，位置エネルギーに変えての
貯蔵という発想もあります。
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図１　スマートコミュニティのイメージ
（出所：経済産業省 HP「2030 年のスマートグリッド・スマートコミュニティとは？」, 2011.10.3 を基に作成）



　ただ，技術開発はコンポーネント開発だけ
ではなく，これらを含めた全体システムをど
のように有効に働かせていくかを考えていか
なければなりません。それをやるには何を考
えなければならないか，ここに情報通信分野
というのがあります。この分野は将来的にも
市場が伸び，必要性が高まると考えられる分
野です。

コミュニティのイメージ

　図３はコミュニティのイメージです。まず
は，家庭やビルといった１つの小さな核の中
でのエネルギーマネジメントを行い，そこか
ら少し大きな地域，将来的には日本全体に適
用拡大していくという内容です。これを広く
導入していこうとした時，何を考えていかな
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図３　コミュニティのイメージ

（出所：経済産業省「第７回　次世代エネルギー・社会システム協議会資料」, 2011.1.19）

図２　グリッドのイメージ

（出所：経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会 報告書」, 2000.1.28）



ければならないかを考えてみることにします。
　まず１つの家の中で考えると理解しやすい
ため，ご紹介します。供給源と負荷の需給バ
ランスを１つの家の中でどのように制御する
か，またそれをビルや地域でどのように制御
していくかは規模が異なるだけで同様の考え
方になります。
　何をする必要があるのかを考えると，情報
通信技術を使っての需給の調整，バランス制
御をするということになります。その時に問
題視されるのが，各社の家電機器の仕様内容
です。例えば，Ａ社のエアコン，Ｂ社の冷蔵
庫等色々なメーカーの電化製品が入っている
場合に同一の言語で制御できるかという点で
す。これを回避するには同じ言語で話ができ
るルールを作る必要があり，家庭向けの電気
製品に対する標準化が必要不可欠ということ
になります。一般家庭の電気製品に関して，
現在国内標準として「ECHONET-Lite（エコー
ネットライト）規格」を定め，またこの規格
を世界標準にするための検討を H24 年度から
国プロとしても活動しています。

「我慢の省エネ」から「お任せの省エネ」に

移行した社会像とは？

　もう１つ，別の見方で「省エネ」という考え
があります。１℃の温度変化はあまり感じない
という方は多いと思いますが，これからの省エ
ネは「我慢」をすることから，「気付き」，更に

「見える」という考えで進められると思います。
現在，家庭内でタブレット等の端末を使用して，
どの程度太陽光発電が発電しているのか，どの
程度電気を使用しているのかを見えるようにす
る「見える化」から，いかに浪費しているかを
気付かせるという「気付く省エネ」の段階に入っ
てきていると思います。
　これをもう一歩先に進めた内容が，できる
だけ自動化することによる「お任せの省エネ」
です。政策面での繋がりとして「ゼロエミッ
ション」のハウスやビルという思想がありま

す。家やビルの中でのエネルギーについて，
入出力をゼロにするという考えであり，エネ
ルギー的に独立するという発想です。
　我慢するのではなく，人感センサー等も
使用して自動化していくことは重要であり，
2030 年以降も更なる自動化に向かっていくで
あろうと考えています。
　このような内容を元に，どのような社会の将
来像を描くかですが，やはり人間らしさは残る
のではないかと思います。全てをロボットにお
願いするという社会ではなく，人間らしさが
残っていないと人間の楽しみというのがなくな
るのではないでしょうか。先ほど輸送の内容が
ありましたが，例えば道路渋滞があった時に自
動的にルートを選択し，最も短時間で目的地ま
で自動運転したというシステムを考えると，も
ちろん事故はなくなりますが車を運転する楽し
みも無くなってしまいます。
　このように考えると，技術の導入は人と同
調した緩やかなという形になるのではないか
と思います。これが私のイメージをしている
将来の社会像です。

「人間らしさ」を生かした社会へ向けた

技術の活用

　この分野については，まず電力供給面で再
生可能エネルギーの最大限の利用を含めた発
電源のベストミックスを考えていく必要があ
ると思います。利用価値が低いものに多額の
費用をかけてまで利用するのではなく，お金
が回るシステムの中での有効利用を考えてい
く必要があると思います。
　また，グリッド面では送電ロスの低減も含
めて考えていく必要があるのではないかと思
います。
　コミュニティ面では，家庭と電力系統を連
系したシステムの考え方を見直す必要がある
のではないかと思います。自分たちだけが助
かるのではなく，周りの皆さんと共存共栄し
ながらも，電力供給側とも win-win の関係を
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持った社会像を考えていく必要があると思い
ます。
　このような考えを持ちながら，最大限に技
術を有効活用していくというスタンスが必要
であると思います。また，そこに人間らしさ
を生かした社会ということも含めて考えてい
く必要があり，このようなところに落ち着く
のではないかと思います。将来の社会像を考
える場合に，現状からどのような分野で，ど
のような技術が必要なのだろうか，そこには
まだまだ色々な技術開発や産業の育成の必要
性，また今後の商売のネタという内容がある
のではないかというアプローチが考えやすい
のでないかと思います。

必要な技術と分野（スマートグリッド）

　
電力系統システム分野と

情報通信システム分野

　ここではグリッド側で必要な技術と分野の
内容を紹介します。省エネのトップランナー
方式という考えがありますが，今の省エネ法
の中で言われていることを実現していくには，
パワーシステムのコンポーネントとしても，

１つ１つの省エネ化は続けていかなければな
りません。より効率のいいもの，ロスが少な
いものの導入を進めていくという考えです。
　ただ１つ１つのコンポーネントの効率を
アップしても，トータルシステムとしてロス
が大きくなってしまっては意味がないため，
それをどのように運用するのかを考える必要
があります。その面では，図４のような情報
通信分野があり，家の中のホームゲートウェ
イ的な発想ではなく，電力系統全体の通信網
という広範囲の内容になって来ると思われま
す。これが，将来大きな市場として出て来る
だろうと思っております。
　電力系統についても，電源のベストミック
スという話があります。電力供給源として，
3.11 以降化石，天然ガスの火力発電も再稼働
を余儀なくされ，更に再生可能エネルギーの
導入促進をしていこうという動きも出て来て
います。ただ，この面でも色々な省エネをし
ていかなければなりません。供給源の省エネ
をするためには，今の設備より効率アップし
た機器を入れていく必要があり，そのために
はパワーエレクトロニクス技術が必要不可欠
だと思います。この分野も今後大きくなる分
野だろうと思っております。例えば，送電ロ
スの低減のためには HVDC（High Voltage 
DC）という分野もあります。
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図４　スマートグリッドの２種類のインフラ（電力系統システム分野と情報通信システム分野）



　また，情報通信分野についても色々なこと
が考えられます。セキュリティーの問題も然
りですが，現在言われている DSM（Demand 
Side Management）という発想も，将来的に
広まっていくだろうと思います。
　グリッド側で必要な技術と分野として，以
下にいくつかの例について少し詳しくご説明
させていただきます。

HVDC

　今までの送電方式は，火力発電や水力発電
等の上位系統の発電所で発電した電力を交流

（AC）で送電し，末端の需要家まで送ってい
ました。それをいったん直流（DC）に変換し
送電をし，電気を使うところでもう一度交流

（AC）に変換をして使うという発想です。
　電気が発明された時，つまりテスラとエジ
ソンの時代に AC と DC の発想は出て来てい
ます。基本的にどちらがいいかというのでは
ないですが，送電系については AC つまりテ
スラの思想が適用されていますが，DC が悪
いかと言うことではありません。やはり DC
のいいところを利用して，ハイブリッドにす
る必要もあると考えれば，直流送電の市場と
いうのも考えられるのではないかと思います。
　この AC を DC に変換するところには，パ
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ワーエレクトロニクス技術が必要です。ま
た，需要家側の負荷へ供給する前で DC から
AC へ変えるにもこの技術が必要になります。
補足ですが、DC 送電にした場合でも，今の
電線をそのまま使えます。また，利点として
AC の場合には実効値で規定されていますの
で，例えば100Vのコンセントでは100Vのピー
クはルート２倍の 141V の電圧がかかってい
ます。それを DC で考えれば，100V はピーク
ですので送電容量は増えると考えていただけ
れば理解できると思います。
　このように，DC にすることで送電容量を
増加させることも可能になり，またケーブル
についても，一例ですがイットリウム系から
ビスマス系に移行している超電導ケーブルの
適用分野でも AC よりも DC の方がメリット
大と以前から言われています。
　ただ，それらを適用させるには，システム
全体をコントロールする技術も必要になり、
この制御分野では直流多端子の制御技術の確
立をしていく必要があります。
　図６には現在の日本の電力系統図を示しま
す。日本にも直流送電システムがあります。そ
れは 50Hz と 60Hz の周波数変換所です。そこ
には 50Hz 側と 60Hz 側にそれぞれ変換器があ
り，DCを介して接続されています。この場合は，
近接配置タイプであり BTB（Back to Back）
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図５　HVDC分野（技術活用例）

（出所：西澤潤一氏資料抜粋）



という名称で呼ばれています。これらは 50 Hz
と 60 Hz で周波数が異なるために周波数を変え
る必要があり，DC を介して接続する使い方を
しています。それ以外には，50Hz 系統間で北
本直流連系線，60Hz 系統間で阿南 - 紀北直流
幹線，南福光連系所にも BTB が設置されてい
ます。北本直流連系線では，北海道側や本州側
で系統事故等が発生した場合に，独立系統に移
行するために北海道の系統と東北，関東の系統
を遮断する使い方をしています。また，南福光
連系所では北陸電力と関西電力，中部電力間の
送電ループを，阿南 - 紀北直流幹線では，関西
電力と中国電力，四国電力間の送電ループを作
らないために導入されています。
　3.11 以降の教訓で，関東や東北で事故が起
こった場合に，関東への電力供給には関西や
中部からの送電ルートや容量を確保しなけれ
ばならないということが再認識されました。
そのために，各周波数変換所の送電容量アッ
プの動きが出てきた訳です。また，別の方法
もあるのではないかと考えれば，例えば周波
数変換所数の増加の可能性もこの中にも含ま
れてくるのではないかと思われます。この他
に再生可能エネルギーの大量導入も視野に入
れて考えた場合でも，色々なところで DC の

話題が出て来るのではないかと思います。
　また，日本海側の送電系統は整備が遅れて
いるため，この面でも強化していく必要があ
ると思います。この交流系統の増強という分
野も 10 年，20 年，30 年という長期間で構築
していかなければならない分野だろうと思っ
ております。

直流と交流のコストと送電ロスの比較

　図７はコスト比較の例です。一般的に
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図６　HVDC分野（国内事例）

（出所：電気事業連合会ホームページ）

図 7　HVDC分野（コスト比較）

（出所：TRANS-CSP）



HVAC と HVDC の違いは，ケーブルロスで
は AC の方が少なく，HVDC には変換器コス
トとロスが大きくなることが示されています。
　ただ，送電距離が 500 〜 1,000km で AC 方
式と DC 方式のクロスポイントがあり，この
距離以上では DC 方式の方がコストメリット
があるということが示されています。

海外でのHVDC送電事例

　海外での HVDC 送電の事例として，図8に
ヨーロッパでの一例を紹介します。この図は
EUMENA の Desertec Project 計画で，北アフ
リカで発電した電力をヨーロッパ大陸に送電す
るという計画であり，その送電方法を HVDC
で行うというものです。そのために，2050 年
までに 20 本の HVDC を増設する計画ですが，
まずは３つのルート（ジブラルタル海峡経由の
アルジェリア〜ドイツのルート，サルジニア島
とコルシカ島経由のリビア〜イタリアのルー

ト，トルコ経由のエジプト〜ポーランドのルー
ト）を実現する活動をしています。
　ヨーロッパの場合，スカンジナビア半島から
は水力発電を中心に，バルト海近辺では風力発
電を中心に発電されていますが，地中海性気候
の地域では雨が少なく温暖であり太陽エネル
ギーの利用が見込めます。また，北アフリカは
砂漠化が更に進んでいるという状態であり，砂
漠化の阻止や海水淡水化も考慮し，得られたエ
ネルギーの余剰分（太陽エネルギーを電気に変
える等）をヨーロッパに送電するという発想で，
Desertec Project 計画が構想されました。コン
ソーシアムには，ドイツを中心にシティバンク
や企業が入っていますが，日本の企業や銀行も
メンバーに入っているようです。
　 ア ジ ア で は， こ れ と よ く 似 た Desertec 
ASIA という計画も出されております。この
ような状況を勘案すると，HVDC 関係の産業
も将来的にもまだまだ大きくなるのではない
かと考えられます。
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表１　交直送電線のコスト・送電ロス比較

（出所：TRANS-CSP）

図８　HVDC分野（海外動向例：EUMENA直流送電網構想）

（出所：TRANS-CSP）



直流の利用分野

　直流の利用範囲は，送電系統から一般家庭
の分野まで幅広い分野で使用されています。
ただ，よく似た機器でも DC 電圧のレベルが
異なったりした場合，同一の電圧回路にする
必要があり，その手法として DC ‐ DC コン
バータがあります。共通して言えることは，
これら全てパワーエレクトロニクス技術の応
用であるということです。
　図 9はパワーエレクトロニクス技術を太陽
光発電に応用した一例です。まず系統連系シ
ステムは，太陽光で発電した電力を系統連系
しながらインバータで負荷に供給するという
例です。
　次に系統連系しない独立型システムは，需
給調整をするための蓄電池を設置し，必要分
だけインバータから負荷へ供給するというも
のです。また，防災型システムは通常発電し
た電力を系統連系しながら重要負荷や日常負
荷に供給し，万一商用系統が支障をきたした
時には系統連系を遮断した上で併設蓄電池を
接続し，重要負荷に供給するというものです。

パワーエレクトロニクス技術（電力半導体素子）

　パワーエレクトロニクス技術の応用であ

るインバータを構成するには，電力半導体
素子が必要不可欠です。現状では，その素
子の材料はシリコンで作られています。電
力半導体の起源は，ダイオードから始ま
り，他励式素子のサイリスタ，自励式のバイ
ポーラトランジスタ，MOSFET（MOS-Field-
Effect Transistor） へ， そ の 後 バ イ ポ ー ラ
と MOSFET を カ ス ケ ー ド 接 続 し た IGBT

（Insulated Gate Bipolar Transistor） へ と 変
遷されてきました。また大容量素子では GTO

（Gate Turn Off Thyristor）という素子があり
ます。それらすべて材料はシリコンです。シ
リコン材料で製作した素子は，応答周波数，
つまりオン／オフできる周波数や容量に限界
があります。容量は小さいが動作周波数は高
くできる MOSFET や，容量は大きいが動作
周波数が低い GTO ということです。本来要
求したい特性は，容量が大きく動作周波数も
高い素子です。その特性を実現するにはシリ
コン材料では限界があるため，材料をシリコ
ンから SiC，更に窒化ガリウム，ダイアモン
ドへと素子開発は移行しています。
　このようなパワーエレクトロニクス技術の
応用の産業を大きくするためにも，電力半導
体素子の重要性が必須であり，この産業もま
だまだ大きくなっていくだろうと思います。
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図 9　パワーエレクトロニクス技術（変換技術の例）



DSM分野

　次にパワーエレクトロニクス技術をより
充 実 さ せ る た め に も，DSM (Demand Side 
Management）という考えが必要です。現状
でもこの考えはありますが，将来的にもこの
発想は継続していくであろうと思います。つ
まり，コンポーネント単位での高効率化には
パワーエレクトロニクス技術が必要というこ
とです。また，DR（Demand Response）では，
電気料金ベースやインセンティブベースのよ
うな消費の見える化に関する産業が出て来る
だろうと思っております。

必要な技術と分野
（スマートコミュニティ）

スマートコミュニティを構成する３分野

　図 10は家庭をベースにしたコミュニティ
の一例です。家庭を考えた場合に，家電製品
はコンセントを介して電力系統に接続されて
います。現在のコンセントは交流ですが，効
率が良いのか悪いのか今の状態では判断でき
ないところがあります。もしかすると条件に

よっては，直流給電という発想も，出てくる
かも知れません。
　また，色々な家電製品を制御するために情
報のやり取りを行う必要が出てきます。各家
電製品を制御するために HEMS（住宅内のエ
ネルギーマネジメントシステム）との間で情
報通信が必要になります。その時の情報デー
タ数は非常に大きく，この「ビッグデータ」
の有効利用というのも今後市場に出て来ると
思われます。これらの情報データの有効利用
は家庭内だけなく、ひいては CEMS 等との間
のやり取りを行うことにより更なる利用価値
が出てくるのではないかと思われます。
　これまでの内容をまとめると，①系統と連
携した機能，②住宅内で自立した省エネ・エ
ネルギー管理，③エネルギーデータを活用し
たサービスとの連携という３つの分野が，今
後さらに伸びていくだろうと思っております。
このうち，②と③について少し補足説明をさ
せていただきます。

住宅内で自立した省エネ・エネルギー管理

　この分野は更に伸びると考えており，エネ
ルギー供給源の太陽光発電や家電製品の接続
に関する事項が重要になり，2030 年以降には
ほとんどの家電製品が ECHONET-Lite 規格の
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図 10　スマートコミュニティの例



機器になっており，宅内で最良のエネルギー
管理がされているだろうと思われます。現在，
LTE を含めて通信インフラも良くなって来て
いますが，2030 年以降さらに通信環境は良く
なり更に高速化されるだろうと思います。
　この状況で，次にどんなことが考えられる
かですが，個々のコンポーネントの効率アッ
プも然りですが，電力系統や太陽光発電から
の供給ができない時に，他のエネルギーとの
共存も考えていく必要があると考えています。

エネルギーデータを活用した

サービスとの連携

　次に，「ビッグデータ」の取扱いですが，こ
れは個人情報になるためセキュリティーの重要
性をまず念頭に置く必要があると思います。今
後，サイバー等が攻撃を受けた時に，いかにガー
ドしていくのかも必要になると思います。
　図 11は「ビッグデータ」の有効利用の一
例です。エネルギーの「見える化」も然りで
すが，ホームセキュリティー，ホームヘルス
ケアは今後重要な分野になると思います。例

えば，核家族化が進み一人で住んでおられる
親御さんへの心配がある時に，朝起きて電気
を使用しているか，もし電気をつけずにお湯
も沸かしていないことがエネルギーの使用形
態で分れば「あ，何かあったな」と気付くた
めの情報としてもデータの有効利用の一手法
だと思います。
　このようなことも将来を見据えて考えてい
かなければならないだろうと思いますが，そ
のために必要な技術開発は何か等含めて，色々
な切り口で将来の事業内容が考えられるので
はないかと考えています。

おわりに

　以上をまとめると，グリッド側では，単に
コンポーネントだけではなく，それをつなぐ
ケーブルおよび全体をどうコントロールする
のかが重要と考えます。このような内容も含
めて，グリッドとして考えていかなければな
らないと思います。より効率のいいコンポー

図 11　エネルギーデータを活用したサービスとの連携の例

（出所：「ホーム・エネマネ　HEMS 認証支援センター総合パンフレット」神奈川工科大学を基に作成）
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ネントについてはコミュニティ側としても同
じようなことが言えると思います。
　コミュニティ側では，単に自分が我慢をす
るだけでなくて，「見える化」によって更に自
動化された社会になっていくのではないかな
と思います。そのためには，より情報通信技
術を使用したシステム構成を考えていかなけ
ればならないと思います。
　このように考えた時の将来のスマートな社
会像とは，人間は技術を最大限に利用しなが
ら人間らしさを生かした社会になるのではな
いかと想像されます。「技術は人間が使うもの
であって，使われるものではない」というの
が私の考えであり，今後もこの考えに沿って
色々考えていきたいと思います。
　今回のシンポジウムの講演内容を整理する
と，エネルギー転換・貯蔵および輸送の内容
も含めて具現化していくには，もっと深掘り
をした調査や検討を実施する必要があると思
います。お金の回らない，世にも出ない技術
にトライするよりも，世に出したい技術にター
ゲットを当てて，それをどのように使用して
いけば具現化できるのかという発想で考えて
いく必要があると思います。
　そういう面で，本日ご紹介させていただい
た分野を，私どももこれからより深く考えて
いきたいと思っております。また，ここにご
出席の方々の中で，こういう分野で少し悩ん
でいるのだけどとか，こういうところで少し
相談に乗ってほしいのだけど等ございました
ら，何なりと私どもの方にお声がけ，ご一報
いただければできる限りのご協力はさせて頂
きますので，よろしくお願致します。
　これを最後に，私の発表を終わらせていた
だきます。どうもありがとうございました。
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　本日は「多様な未来に備えるエネルギー技術」というテーマで，開催いたしましたところ，多数

の方々に，長時間にわたりご参加頂きまして，誠にありがとうございました。

　午前中は，国立環境研究所の江守正多先生から「地球温暖化と将来のリスク管理」につきまして

大変示唆に富むお話を頂きました。先生のお話をお伺い致しますと，今後の地球温暖化対策の取組

みでは，当研究所が標榜しております「総合工学」の視点がポイントではないかと再認識した次第

であります。なお，江守先生が書かれました『異常気象と人類の選択』（角川新書）が先月出版さ

れましたので，是非ご一読頂ければと存じます。

　江守先生のご講演に続きまして，当研究所の三代副理事長，黒沢部長，石本主任研究員から「如

何なる未来に備えるか」と題しまして，不確実な状況下において，将来のエネルギーを考えるにあ

たっての考慮すべきいくつかの点につきまして，ご報告させて頂きました。世界的に人口とエネル

ギー消費が増加する一方，地球温暖化と資源制約などのリスクに備えるには，エネルギーの供給面

に加え，需要面の技術開発を強力に推進すべきとの報告がなされました。

　また，午後には，当研究所の坂田，蓮池，徳田の各部長より，「期待されるエネルギー技術は」

と題しまして，個別分野の技術動向につきましてご報告させて頂きました。「３ＥプラスＳ」を実

現するには経済性を加味したエネルギーの転換技術，貯蔵技術，輸送技術を深化させることに加え，

エネルギーの消費面におきますスマート化が重要であるとの報告がなされました。当研究所の研究

員は，エネルギー技術に関する，的確なる評価を行い，それを基にした将来のエネルギービジョン

を示すという使命があると考えております。その意味から，今回は，例年と異なり，当研究所の研

究員を主体とした発表と致しました。日頃の研究活動の一端を皆様の前でご披露し，ご意見を頂く

ことで研究レベルのより一層の向上を図りたいと考えております。

　また，当研究所は今後とも「エネルギーの未来を拓くのは技術である」との理念の下，幅広いエ

ネルギー分野を長期的な観点から俯瞰的に分析し，エネルギーの技術戦略，あるいはエネルギービ

ジョンづくりにおいて，先頭集団を走り抜く所存であります。

　今回のシンポジウムが皆様方の今後のビジネスの展開あるいはエネルギー戦略の構築に少しでも

お役に立てば幸甚に存じます。最後になりましたが，引き続き皆様方のご協力とご支援を改めてお

願いし，本日のシンポジウムを終了させて頂きます。本日は誠にありがとうございました。（拍手）

閉　会　挨　拶

佐藤　憲一 （一財）エネルギー総合工学研究所
専務理事
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研究所のうごき
（平成 25 年 10 月２日〜平成 26 年１月１日）

◇ 第 19 回賛助会員会議
日　　時：10 月３日（金）16：00 〜 19：30
場　　所：千代田放送会館
議事次第：
    1．最近の事業活動について
    2．調査研究活動について
    3．電力・ガスを巡る情勢について
　　（経済産業省　資源エネルギー庁 電力・ガス
   事業部長　高橋　泰三　氏）

◇ 月例研究会

第 327 回月例研究会
日　時：10 月 25 日（金）　14：00 〜 16：00
場　所：航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．バイオマスエネルギー産業の現状と将来展望
　　（三菱商事㈱　新エネルギー・電力事業本部　
   アジア・大洋州事業部　バイオ燃料チーム　
   シニアマネージャー　澤　一誠　氏）
　２．バイオマスエネルギー等高効率転換技術開
  発〜総合調査研究〜
  （（一財）エネルギー総合工学研究所 プロジェ
   クト試験研究部  部長　徳田 憲昭，主任研究
   員　森山 亮）

第 328 回月例研究会
日　時：11 月 29 日（金）　14：00 〜 16：00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．農工融合によるエネルギーイノベーション
  〜太陽エネルギーによる肥料やアルコールの
  製造〜
　　（東京農工大学大学院　工学府　産業技術専攻　
   教授　亀山　秀雄　氏）
　２．光触媒および光電極を用いたソーラー水素
  製造〜人工光合成から目的指向のソーラー水
  素へ〜
　　（（独）産業技術総合研究所 エネルギー技術研
   究部門 太陽光エネルギー変換グループ グ
   ループ長（兼務）太陽光発電工学研究センター　
   革新材料チーム チーム長　佐山  和弘　氏）

第 329 回月例研究会
日　時：12 月 20 日（金）　14：00 〜 16：00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．技術研究組合 国際廃炉研究開発機構の活
  動について
　　（技術研究組合 国際廃炉研究開発機構 理事長， 
   京都大学教授　山名　元　氏）
　２．再処理工場の安定運転の見通し
　　（（一財）エネルギー総合工学研究所　プロジェ
   クト試験研究部　部長（副主席研究員）
   藤井 貞夫，参事　波多野  守）

◇ 外部発表
[ 講演 ]
発表者：都筑 和泰，新藤 紀一，黒沢 厚志
テーマ：中長期エネルギービジョンについて
発表先：キャノングローバル戦略研究所（CIGS）
    国内ワークショップ「地球温暖化抑制の
    ための世界で共有できるエネルギービ
    ジョン」
日　時：7 月 10 日

発表者：石本 祐樹
テーマ：世界及び日本における CO2 フリー水素
    の導入量の検討
発表先：科学技術動向研究センタ一政策のための
    科学研究会
発表時期：８月 30 日

発表者：森山 亮
テーマ：途上国の持続可能なバイオマス利活用へ
    の道
発表先：第 45 回化学工学会秋季大会
日　時：９月 16 日

発表者：都筑 和泰
テーマ：Middle and Long Term Energy Supply 
 and Demand Structure with Considering 
 Risks on Climate Change， Technology 
 Development， and Economy （気候変動，
 技術開発，経済のリスクを考慮した中長
 期需給構造のあり方）
発表先：世界エネルギー大会 2013（大邱）
日　時：10 月 14 日
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発表者：（九州大学）荒牧 寿弘，楊  建校，姜  勇，
 宮脇 仁，尹  聖昊，持田  勲，（産業技術
 総合研究所）杉本  義一，（エネルギー総
 合工学研究所）小野崎 正樹，（㈲石炭利
 用技術コンサルティング）岡田 清史，
上田 成
テーマ：褐炭を原料とする改質炭のコークス化性
 に関する基礎的研究
発表先：第 50 回石炭科学会議（日本エネルギー
 学会）
日　時：10 月 31 日

発表者：（㈲石炭利用技術コンサルティング）上
 田  成，岡田 清史， （産業技術総合研究
 所）杉本 義一， （エネルギー総合工学研
 究所）小野崎 正樹， （九州大学）荒牧 寿
 弘，持田  勲
テーマ：木質系バイオマスを原料とする炭素材
 ピッチの炭化特性
発表先：第 50 回石炭科学会議（日本エネルギー
 学会）
日　時：平成 10 月 31 日

発表者：森山 亮
テーマ：途上国の持続可能なバイオマス利活用へ
 の道
発表先：INCHEM TOKYO 2013 産学官マッチン
 グフォーラム
日　時：10 月 31 日

発表者：松井 一秋
テーマ：Current status of Fukushima Daiichi NPP 
 and Safety Measures at the other NPPs
発表先：カザフスタン核物理研究センター，アス
 タナ支部
日　時：11 月 6 日

発表者：松井 一秋
テーマ：Current status of Fukushima Daiichi NPP 
 and Safety Measures at the other NPPs
発表先：第 10 回カザフスタン原子力協会セミナー
 「カザフスタンの原子力の可能性」
日　時：11 月 7 日

発表者：黒沢 厚志
テーマ：Geoengineering Representation in  an 
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 Integrated Assessment Model-Preliminary 
 Assessment
発表先：ICA-RUS / CCRP-PJ2 International Work-
 shop 2013（主催　ICARUS プロジェクト，
 CCRP-PJ2 プロジェクト（環境省予算） ）
日　時：12 月 5 日

発表者：黒沢 厚志
テ ー マ：BECCS in integrated assessment models 
 - road to the negative emissions based on 
 Japanese experiences
発表先：ICA-RUS / CCRP-PJ2 International Work-
 shop 2013（主催　ICARUS プロジェクト，
 CCRP-PJ2 プロジェクト（環境省予算） ）
日　時：12 月 6 日

発表者：松井 徹
テーマ：バイオガス利用技術概要と藻類のメタン
 発酵技術について
発表先：技術情報センターセミナー「メタン発酵 /
 バイオガス利活用のための技術と事業及
 び研究開発の最新動向」
日　時：12 月 12 日

発表者：松井 一秋
テーマ：エネルギーシステムの安全性比較と事故・
 災害〜 OECD/NEA の調査研究より〜
発表先：電子情報通信学会　安全性研究会
日　時：12 月 19 日

発表者：徳田 憲昭
テーマ：太陽光発電用大規模パワーコンディショ
 ナのミニモデル開発事業の紹介
発表先：「JPEA（太陽光発電協会）公共産業部会」
日　時：12 月 26 日

[ 寄稿 ]
発表者：坂田 興
テーマ：「二次エネルギー」水素
発表先：日本エネルギー学会誌
日　時：８月号

発表者：坂田 興
テーマ：水素エネルギー
発表先：日本機械会誌
日　時：８月号



発表者：坂田 興
テーマ：水素エネルギーシステム
発表先：化学工学年鑑　2013
日　時：8 月号

発表者：森山 亮
テーマ：研究グループ紹介（プロジェクト試験研
 究部）
発表先：日本エネルギー学会誌
日　時：11 月号

◇　人事異動

○ 11 月 1 日付
（採用）
鵜沢　憲　　原子力工学センター　主任研究員

（兼務）
重政弥寿志　企画部長（副主席研究員）兼プロジェ
　　　　　　クト試験研究部

○ 12 月 31 日付
（嘱託定年退職）
波多野　守　プロジェクト試験研究部参事兼原子
　　　　　　力工学センター 

○平成 26 年 1 月 1 日付
（採用）
酒井　奨　　プロジェクト試験研究部 主任研究員
益田泰輔　　プロジェクト試験研究部 主任研究員
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　新政権が発足して１年余りが経過し，
２回目の正月を迎えた。昨年末の街の賑
わいを見ると，世の中が若干明るくなっ
てきたかもしれないと感じた。そうは言っ
ても，東日本大震災後の復興，福島第一
原発事故対応を筆頭とし，財政再建，景
気浮揚等々数多くの国内問題，加えて外
交面の様々な課題も抱え，日本の未来に
とって国の舵取りの重要性がかってなく
大きくなっていることも確かだ。危機が
深いがゆえに，政府に対する期待が高まっ
ていると言えるだろう。そんな中，昨年
末に漸く明らかになったエネルギー基本
計画案の中で，極めて控えめな表現なが
ら，原子力を「重要なベース電源」とし
て位置付けたことは，原発事故後初めて
前向きの一歩が印されたこととして評価
したい。以前にも書いたので繰り返さな
いが，エネルギー資源のほとんどを輸入
に頼る我が国にとって，「準国産エネル
ギー」である原子力の役割が大切である
ことは言うまでもないからである。「安全
性が確認された原発の再稼働を推進」す
るには多くの障壁が予想されるが，焦ら
ずに，一基また一基と着実に実現されて
いくことを期待したい。
　基本計画案のなかでも「構造的課題」

の一つとして人口減少が言及されている
が，日本の将来を考えるうえで，このこ
とはもっと注目しなければならないファ
クターであると考える。エネルギーに限
らず多くの局面で，真剣に人口減少への
対策を用意していく必要があるのではな
いか。日本の人口は 2050 年に約 9,700 万
人と，現在の約４分の３になると推定さ
れている。また，高齢化の進展に伴って，
2050 年の人口の約４割は 65 歳以上とな
る。生産年齢人口比率低下の結果，エネ
ルギーインフラのみならず，輸送（鉄道，
道路，空港，・・），通信，公共施設，等々
を維持するための一人当たりの負担の上
昇は避けられない。今のうちにインフラ
を充実・蓄積し，社会資産として将来世
代に引き継ぐ努力は当然のこととして，
同時にストックは劣化することも忘れて
はならない。すなわち，人工減少・高齢
化の社会にとっては，インフラ維持が比
較的低コストで行えなければならない。
設備の高耐久・長寿命化と低コスト化の
両立という大変困難な課題について，今
から懸命の努力を払う必要があるだろう。
インフラ設計思想の根本的な見直しが必
要かもしれない。

編集責任者　疋田知士

編集後記
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